消費税の仕入税額控除に関する考察 : 消費税法30条7項を中心に by 西村 昌浩
2013 年度 テーマ研究論文 
 
 
为査 青山 慶二 
副査 互井 卓郎 
副査 秋葉 賢一 
 
論
文
題
目 
为題 消費税の仕入税額控除に関する考察 
副題 消費税法 30 条 7 項を中心に 
 
研究科 大学院会計研究科 
専攻 会計専攻 
 
学籍番号 ４８１２００７６ 
氏名 西村 昌浩 
i 
 
テーマ研究論文概要書 
「消費税の仕入税額控除に関する考察―消費税法 30 条 7 項を中心に―」 
 
1.本稿の目的 
本稿は、消費税の仕入税額控除に関し、消費税法 30 条 7 項を中心に考察を行うもので
ある。消費税は導入からすでに 25 年を経過しようとしており、今や国税の为要税目の一
つとしての地位を確立している。安定的な財源確保が求められる中で、消費税の役割に対
する期待が以前にも増して高まってきている。しかし、消費税の法解釈においては、創設
当初から問題とされながら、未だ明確となっていない部分があることも事実であり、その
一つが、消費税法 30 条 7 項の「保存」の意義である。 
消費税法 30 条 1 項に規定する仕入税額控除は、消費税の税額算定に当たり最も重要な
要素の一つであるが、同条 7 項は、「第 1 項の規定は、事業者が当該課税期間の課税仕入
れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等を保存しない場合には、当該保存がない課税仕
入れ又は課税貨物に係る課税仕入れ等の税額については、適用しない」と規定している。
それでは、税務調査の際に納税者が帳簿等を提示しなかった場合には、「保存しない場合」
に該当することになり、仕入税額控除は否定されるのであろうか。この「保存」の解釈に
ついては、保存と提示の関係において「不提示=不保存」説、「適法な税務調査における不
提示＝不保存」説、「不提示≠不保存」説と異なる見解があり、これまでに様々な裁判が行
われてきた。ここで論点となっているのは、①帳簿等の不提示が仕入税額控除の適用要件
である帳簿等を保存していない場合に該当するか否か、さらに②調査時点での不提示がそ
の後（訴訟時）における提示によって保存義務を満たすことになるか否かという法解釈上
の問題である。そこで本稿において、この「保存」と「提示」を巡る裁判や、それに関す
る様々な学説を検討し私見を述べることとする。 
 
2.本稿の内容 
第 1 章 我が国の消費税の特徴 
本章では、消費税の仕組みや、我が国の消費税の特徴である帳簿方式について整理する
とともに、仕入税額控除の問題点を明らかにする。 
我が国の消費税は、付加価値税の性質を持つ多段階一般消費税である。EU 型付加価値
税の場合と同様に、税額算定の仕組みとしては、仕入税額控除法が採用されている。ただ
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し、仕入税額控除の方法としては、インボイス方式ではなく、帳簿方式が採用されている。
これは、消費税の導入に伴って事業者に余計な負担や費用をかけるのは好ましくないとい
う配慮によるものであるが、帳簿方式の採用により、我が国の消費税法は帳簿の「保存」
と「提示」を巡る固有の問題を有することとなった。仕入税額控除の適用については、消
費税法 30 条 7 項において、帳簿及び請求書等の保存が要求されている。帳簿及び請求書
等の保存がなければ、仕入税額控除は否認されることとなるが、この「保存」の解釈を巡
り様々な見解があり、裁判で争われてきたところである。次章以降、この問題について検
討していく。 
 
第 2 章 消費税推計課税の可否 
本章では、消費税の推計課税の可否について検討する。そもそも事業者が課税仕入れに
かかる帳簿等を保存していない場合に、推計課税により課税仕入れにかかる消費税額等を
推計することができるのかという問題がある。 
実務上、税務調査時に帳簿等の確認ができなければ、推計によって売上高が計算され、
税額が算定されている。消費税には推計課税の明文規定は存在しないが、課税の公平の観
点から推計課税を行うことは妥当であると考えられる。問題となるのは、推計による仕入
税額控除の可否についてであるが、推計による仕入税額控除の算定に関しては、「否認」す
る考え方、「肯定」する考え方と見解が相違している。この議論では、消費税の課税標準を
どのように捉えるかによって立場が分かれるといえる。 
「肯定」する考え方の多くは、課税標準を「売上高－仕入高」と解すことを根拠として
いる。しかし、消費税法の条文上、仕入税額控除の要件は帳簿等の「保存」であるため、
帳簿等の「保存」がなされていないときは仕入税額控除が否認されると考えられる。  
消費税の推計課税は、課税標準額である「売上高」を推計するものであって、「仕入税額
控除額」又は「仕入税額控除後の納付すべき税額」を推計するものではない。そのため、
課税標準を売上高と解し、推計による仕入税額控除は認められないとする解釈が妥当であ
ると考える。 
 
第 3 章 消費税法 30 条 7 項における「保存」の意義 
本章では、消費税法 30 条 7 項における「保存」の意義について検討する。①帳簿等の
不提示が仕入税額控除の適用要件である帳簿等を保存していない場合に該当するか否か、
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②調査時点での不提示がその後（訴訟時）における提示によって保存義務を満たすことに
なるか否かという法解釈上の問題について裁判例を基に検討する。 
この「保存」の解釈については、保存と提示の関係において「不提示=不保存」説、「適
法な税務調査における不提示＝不保存」説、「不提示≠不保存」説の 3 説があり、各説は、
下級審における判決理由及びそれに関する学説によっているものである。そのためこれら
の学説を紹介し、判例について検討を加えた。そして、現状最も有力な説である「適法な
税務調査における不提示＝不保存」説を採用した最高裁判決を紹介し、さらにその裁判に
おいて、滝井裁判官が唱えた「不提示≠不保存」説の立場の反対意見を紹介した。 
租税法の解釈は、租税法律为義と租税公平为義という 2 つの基本原則に留意し、法の趣
旨、目的を考慮に入れて、論理解釈あるいは趣旨解釈の立場から行うべきである。この帳
簿の保存と提示を巡る問題についても、条理解釈を用いることで租税法の目的である租税
正義の実現が達成されると考える。そのため、適法な税務調査において帳簿等が不提示で
あれば不保存と同視できると解釈する考え方が最も理にかなっていると考える。 
帳簿提示の拒否が消費税法 30 条 7 項の「保存がない場合」に該当するかどうかの解釈
としては、納税者の協力義務とその申告内容の説明義務が制度自体に内在する申告納税制
度を採用していることからも、課税庁の適法な帳簿提出要求に対して、正当な理由もなく
拒否した場合には、帳簿等の保存がない場合に該当し、仕入税額控除を否定せざるを得な
いと考える。 
また、仕入税額控除の適用要件は「帳簿及び請求書等の保存」であり、課税期間の末日
の翌日から 2 カ月を経過した日から 7 年間保存することとなっていること（消法 30 条 10
項、消令 50 条 1 項）から、調査段階で帳簿等を提示していない場合には「保存」を証明
したことにはならず、帳簿等の保存がなかったものとして取り扱われることもやむを得な
いと考えられる。 
以上より、帳簿等の保存と提示を巡る解釈は、条理解釈による「適法な税務調査におけ
る不提示＝不保存」説によるべきであり、税務調査が適法で不提示に正当な理由がない場
合には、不保存と同視できると解し、また、調査時点で不提示であった場合には、その後
（訴訟時）に提示を行ったとしても仕入税額控除は認められないと解すべきであると考え
る。 
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凡例 
 
（1）法令の条文番号の引用についての略号は、次の例による。 
消法  消費税法 
消令  消費税法施行令 
所法  所得税法 
所規  所得税法施行規則 
法法  法人税法 
法規  法人税法施行規則 
 
（2）文献の引用中、「 」は論文、『 』は著書を示す。 
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はじめに 
 
消費税は、物品やサービスの消費に担税力を認めて課される租税である。消費に応じて
一律に負担を求めることが可能であることから、他の税と比べて景気変動による影響を受
けにくいという特徴がある。歳入上の重要性は、所得税や法人税よりも大きく、全体を合
わせると国税収入の 30％を超えている1。税率の引き上げも予定されており、消費税の歳
入上の重要性は、今後ますます高まるものと予想される2。 
 消費税は導入からすでに 25 年を経過しようとしており、今や国税の为要税目の一つと
しての地位を確立している。安定的な財源確保が求められる中で、消費税の役割に対する
期待が以前にも増して大きくなってきている。しかし、消費税の法解釈においては、創設
当初から問題とされながら、未だ明確となっていない部分があることも事実であり、その
一つが、消費税法 30 条 7 項の「保存」の意義である。 
わが国の消費税は、EU 型の付加価値税と基本的には同じものであるが、消費税額の計
算はインボイス方式を採用せず、帳簿等の記載に基づき税額を控除する帳簿方式を採用し
ている。これは、我が国の取引慣行や納税義務者の事務負担に配慮するといった観点から
採用されたものである。しかし、この帳簿方式の採用により、我が国の消費税法は帳簿の
「保存」と「提示」を巡る固有の問題を有することとなった。 
消費税法 30 条 1 項に規定する仕入税額控除は、消費税の税額算定に当たり最も重要な
要素の一つであるが、同条 7 項は、「第 1 項の規定は、事業者が当該課税期間の課税仕入
れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等を保存しない場合には、当該保存がない課税仕
入れ又は課税貨物に係る課税仕入れ等の税額については、適用しない」と規定している。
それでは、税務調査の際に納税者が帳簿等を提示しなかった場合には、「保存しない場合」
に該当することになり、仕入税額控除は否定されるのであろうか。この「保存」の解釈に
ついては、保存と提示の関係において「不提示=不保存」説、「適法な税務調査における不
提示＝不保存」説、「不提示≠不保存」説と異なる見解があり、これまでに様々な裁判が行
われてきた。ここで論点となっているのは、①帳簿等の不提示が仕入税額控除の適用要件
                                                   
1 租税収入に占める消費課税の割合は、2010 年度基準で 31.7%（個人所得課税 31.6%、法人
所得課税 19.7%）となっている。『所得・消費・資産等の税収構成比の国際比較（国税＋地方
税）』（財務省 HP）http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/016.htm（2013 年 12
月 30 日アクセス）  
2 金子宏『租税法〔第 17 版〕』（弘文堂・2012 年）603 頁。 
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である帳簿等を保存していない場合に該当するか否か、さらに②調査時点での不提示がそ
の後（訴訟時）における提示によって保存義務を満たすことになるか否かという法解釈上
の問題である。そこで本稿において、この「保存」と「提示」を巡る裁判や、それに関す
る様々な学説を検討し私見を述べることとする。 
本稿の構成は、以下のとおりである。 
まず第 1 章では、消費税の仕組みや、我が国の消費税の特徴である帳簿方式について整
理するとともに、仕入税額控除の問題点を明らかにする。 
次に、第 2 章では、消費税の推計課税の可否について検討する。事業者が課税仕入れに
かかる帳簿等を保存していない場合に、推計課税により課税仕入れにかかる消費税額等を
推計し、消費税額を算定することができるか否かについては見解が分かれているため、推
計による仕入税額控除を「否認」する考え方、「肯定」する考え方に分類し検討を行う。 
最後に、第 3 章では、消費税法 30 条 7 項における「保存」の意義について検討する。
帳簿等の不提示が仕入税額控除の適用要件である帳簿等を保存していない場合に該当する
か否か、調査時点での不提示がその後（訴訟時）における提示によって保存義務を満たす
ことになるか否かという法解釈上の問題について検討する。 
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第 1 章 我が国の消費税の特徴 
 
第 1 節 消費税の仕組み 
消費税は、一般的に、物品や役務（サービス）の消費を対象として課税される租税であ
り、消費税の課税の根拠は「消費」そのものを担税力としており3、消費に課税することに
よって所得税などで十分に把握できない所得に対して間接的に課税することを目的として
いる4。そして、事業者などに課される消費税相当額が「事業者の販売する物品やサービス
の価格に上乗せされ、転嫁され」5、最終的に消費者が負担することが予定されている。原
則としてすべての財貨、サービスを課税対象とする、いわゆる課税ベースの広い間接税で
ある6。 
我が国の消費税は、付加価値税の性質を持つ多段階一般消費税である。学説上、この見
解が通説であり、金子宏教授は、「消費税の種類としては、附加価値税の性質をもつ多段階
一般消費税である」7と位置づけられている。黒川功教授も「税制改革法は、確かに事業者
の納税義務を定める租税実体法そのものではないが、消費税法の立法事実を明らかにし…
国に付加価値税・間接税としての適正な運用を義務づける法規範的拘束力を持つ基本法で
ある」8とし、付加価値税であることを示されている9。 
消費税は、原則としてすべての物品とサービスの消費に広くうすく課税することを目的
とするもので、①国内において事業者が行う資産の譲渡等（国内取引）、および、②保税地
域から引き取られる外国貨物（輸入取引）に対して課税されるが、EU 型付加価値税の場
合と同様に、税額算定の仕組みとしては、仕入税額控除法が採用されている。ただし、仕
入税額控除の方法としては、インボイス方式ではなく、帳簿方式が採用されている。  
 消費税は、生産あるいは流通の各段階（多段階）で、売上に係る消費税額から仕入に係
                                                   
3 水野忠恒『租税法〔第 4 版〕』（有斐閣・2009 年）706 頁。 
4 我が国の消費税の特徴として、①課税対象の範囲を広くすることにより課税ベースが大きい
こと、②単一の低税率であること、③事業者免税点が高いこと、④簡易課税制度が認められて
いること、をあげている。岩下忠吾『総説 消費税法』（財経詳報社・2006 年）5-7 頁。 
5 大蔵省为税局税制第二課『消費税法のすべて』（大蔵省印刷局・1989 年）3 頁。渡邊博史『改
正税法のすべて』（大蔵財務協会・1989 年）248 頁。 
6 森重茂樹『日本の消費税』（納税協会連合会・2000 年）44 頁。 
7 金子『前掲書（注 2）』614 頁。 
8 黒川功「仕入税額控除否認の法的限界－消費税法 30 条 7 項の運用にみる税法解釈理論の性
格と問題－」（日本法學・66 巻 3 号・2000 年）207 頁。 
9 これに対し、日本の消費税は売上税であるという意見もある。図子善信「消費税に関する問
題点と改正の方向について」（租税研究・第 607 号）32 頁。 
4 
 
る消費税額を控除する前段階税額控除方式により税の累積を排除する仕組みである。納税
は各段階における事業者が納税義務者として行うが、税額は取引価格に上乗せされて転嫁
され、最終的には消費者がこれを負担することになる。納税義務者は事業者であるが、担
税者は消費者であることが法人税や所得税など他の国税との大きな違いである。  
 
第 2 節 帳簿方式について 
 帳簿方式は、仕入税額控除を大雑把に把握しようとするものである10。納付税額は、課
税期間中の売上高の合計額に税率を乗じて算出した税額から、同課税期間中の仕入高（免
税事業者からの仕入金額を含む。）の合計額に税率を乗じて算出した税額を控除した額とす
る。帳簿方式では、仕入に係る消費税額の計算は、その企業自身によって計算されるだけ
であり、前段階の税額が正確に移転されるという仕組みになっていない11。事業者が法人
税・所得税の申告のために従来から作成している帳簿等によって仕入税額控除を行えるよ
うにし、消費税のために新たな事務負担を求めない仕組みとして帳簿方式を採用したので
ある。 
 帳簿方式による仕入税額控除は、納税義務者たる事業者にはその帳簿及び請求書等に、
一定の要件を課している。すなわち、帳簿とは次に掲げる事項が記載されている帳簿をい
うとしている（消法 30 条 8 項）。 
 イ 課税仕入の相手方の氏名又は名称12 
 ロ 課税仕入を行った年月日 
 ハ 課税仕入に係る資産または役務の内容 
 ニ 課税仕入に係る支払い対価の額 
 また、請求書等とは次に掲げる事項が記載されている書類をいうとしている(消法 30 条
9 項)。 
 イ 書類の作成者の氏名又は名称 
 ロ 課税資産の譲渡等を行った年月日 
                                                   
10 湖東京至「消費税における仕入税額控除否認の法理と日本型インボイス方式導入の問題点」
（静岡大学法政研究・1 巻 1 号・1996 年）16 頁。 
11 渡辺裕泰「消費税法の沿革と改革上の諸問題」（租税法研究 34 号・2006 年）95 頁。 
12 帳簿の記載事項である課税仕入れの相手方の氏名又は名称については、消費税法施行令
49 条 2 項により「再生資源卸売業その他不特定かつ多数の者から課税仕入れを行う事業で再
生資源卸売業に準ずるものに係る課税仕入れについては帳簿の記載事項である課税仕入れの
相手方の氏名又は名称を省略することができる」としている。 
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 ハ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の提供の内容 
 ニ 課税資産の譲渡等の対価の額（消費税額込み） 
 ホ 書類の交付を受ける当該事業者の氏名又は名称13 
そして右の要件を具備した帳簿及び請求書等を保存しない場合には、当該保存がない課
税仕入又は課税貨物に係る課税仕入等の税額については適用しない、と規定する（消法 30
条 7 項）14。なお、これら帳簿等については、消費税法は、原則的に 7 年間の保存義務を
課している（消法 30 条 10 項、消令 50 条 1 項）。 
 
第 3 節 帳簿方式導入の背景 
 平成元年 4 月 1 日から施行された消費税法には、昭和 53 年大平内閣の一般消費税大綱
の断念、昭和 61 年中曾根内閣の売上税法案の国会提出・廃案という失敗を生かし、消費
税の導入を容易にするために、中小事業者の反対の原因となるような規定は政治的判断に
より織り込まれていない15。 
 竹下内閣は、売上税廃案の反省の上に立って、「取引慣行や税を納める方々の事務負担に
極力配慮した仕組み」16として帳簿方式を提案した。また税務当局も、「今回の消費税にお
いては、わが国がこの種の税になじみが薄いことを考慮して、できるだけ簡素なものとす
るため、次のような工夫がされている」とし、その第一に、「仕入れに含まれている消費税
額を控除する場合には、売上税のときのような税額票の必要はなく、帳簿上の記録や納品
書、請求書などをもとに控除税額を計算することができる」17と述べている。さらに与党・
自由民为党税制調査会も、「納税者の事務負担に十分配慮し、仕入れに課された税額を控除
するに際して税額票の要らない『自己記録方式』を採用する」18と述べている。すなわち、
                                                   
13 消費税法施行令 49 条 4 項において小売業、飲食店業、写真業及び旅行業（1 号）、道路
運送業に規定する一般乗用旅客自動車運送事業（いわゆる電車代等の運賃及び料金）（2 号）、
駐車場業（3 号）、前 3 号に掲げる事業に準ずる事業で不特定かつ多数の者に資産の譲渡等を
行うもの（4 号）を行う事業に係る請求書については、書類の交付を受ける当該事業者の氏名
又は名称については記載不要としている。 
14 課税仕入れに係る対価の額の合計額が 3 万円未満である場合には、帳簿のみの保存でよい
こととされている（消法 30 条 7 項、消令 49 条 1 項 1 号）。 
15 水野勝「わが国における一般的な消費課税の展開」『公法学の法と政策（上）』（有斐閣・2000
年）参照。 
16 1988 年 7 月 29 日『第 113 回国会における竹下内閣総理大臣所信表明演説』
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1988/s63-shiryou1-5.htm（2013 年 12 月 30 日
アクセス） 
17 国税局職場研修用テキスト『消費税一問一答』（1989 年）2-3 頁。 
18 自由民为党税制調査会編『早わかり税制改革一問一答』（東洋経済新報社・1988 年）72 頁。 
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「消費税の納税手続きは、所得税や法人税の取扱いとできるだけ同様にすることにより、
納税義務者の納税コストの軽減を図る必要がある」19ため、「帳簿上の記録や納品書、請求
書等により、税額を計算できる方式を採った」20ということである。 
 要するに売上税の反省に立って、事業者が法人税・所得税の申告のため、従来から作成
している帳簿等によって仕入税額控除を行えるようにし、消費税の仕入税額控除のために
別の新たな事務負担を一切求めない仕組みとして帳簿方式を採用したのである21。もっと
も政府・税制調査会のなかには、本来的にはインボイス方式によるべきであるが、事業者
に配慮して止む無く帳簿方式を採用したとする考え方が支配的ではあった22。 
帳簿方式が採用されたのは、消費税の導入に伴って事業者に余計な負担や費用をかける
のは好ましくない、という配慮によるものである23。しかしそのため、税負担の転嫁の関
係が不透明になる（免税事業者からの仕入についても仕入税額控除が認められるため、事
業者に益税が生ずるという問題もある）のみでなく、消費税の正確な執行がそれだけ困難
になり、また、インボイス方式のもとで期待される、法人及び個人事業の所得の把握水準
の向上の可能性がそれだけ減尐することも否定できない24。 
                                                   
19 自由民为党税制調査会編『前掲書（注 18）』173 頁。 
20 同上、189 頁。 
21 湖東「前掲論文（注 10）」17 頁。 
22 金子宏教授は、帳簿方式の採用について、「消費税の導入に伴って事業者に余計な負担や
費用をかけるのは好ましくない、という考慮によるものである。しかし、そのため、税負担
の転嫁が不透明になる（免税事業者からの仕入れについても仕入税額控除が認められるため、
事業者に税差益が生ずるという問題もある）のみでなく、「消費税」の正確な執行がそれだけ
困難になり、また、インボイス方式のもとで期待される、法人および個人事業の所得の把握
水準の向上の可能性がそれだけ減尐することも否定できない」と述べられている。金子『前掲
書（注 2）』614-615 頁。 
23 占部裕典教授は、帳簿方式採用の最大の理由は、「事業者の負担軽減と商的慣行を尊重し
た結果」と述べられている。占部裕典『租税法の解釈と立法政策Ⅱ』（伸山社出版・2002 年）
543 頁。また、藤田晴教授は、帳簿方式採用の理由として、帳簿方式の方が取引があまりガラ
ス張りにならず、ある程度の不透明なところが残るという点で事業者が受け入れやすいとい
う点と、売上税の場合、免税点以下の売上高をもつ事業者が税額票を発行できないと、生産
流通の取引の流れの中間に入った時に大手の事業者から敬遠される問題が生じる点を挙げて
いる。金子宏ほか「消費税実施と検討課題」（ジュリスト 931 号・1989 年）33 頁。 
24 石島弘教授は、「免税事業者からの仕入れについても控除される背景には、すべての仕入
れが企業にとってコストだという考え方があって、取引相手が免税業者であってもすべての
仕入れが控除の対象とされており、また免税業者から買ったものの中に含まれている免税業
者が負担した前段階税額の転嫁を保障することによって免税業者を取引から排除しないよう
にする意図があると考えられるが、このようなシステムは、免税業者に対し事実上税額控除
を認めることになり、消費税の付加価値税としての性格に疑問が生じる」と述べられている。
石島弘「消費税における帳簿保存の不備等の場合の課税上の問題」（税理・第 38 巻第 8 号）12
頁。 
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第 4 節 仕入税額控除に係る条文構成 
我が国の仕入税額控除については以下のように規定されている。 
事業者（免税事業者を除く。）は、国内において課税仕入れを行った日又は課税貨物を引
き取った日の属する課税期間における課税標準に対する消費税額（売上げに係る消費税額）
から、その課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額（当該課税仕入れ
に係る支払対価の額に 105 分の 4 を乗じて算出した金額をいう25。）及び当該課税期間中に
保税地域から引き取った課税貨物（他の法律又は条約の規定により消費税が免除されるも
のを除く。）につき課された又は課されるべき消費税額（附帯税の額に相当する額を除く。）
の合計額を控除するとされている（消法 30 条 1 項）。 
また、上記規定を適用するための要件として、消費税法 30 条 7 項において、「第 1 項の
規定は、事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等（同
項に規定する課税仕入れに係る支払い対価の額の合計額が尐額である場合その他政令で定
める場合における当該課税仕入れ等の税額については、帳簿）を保存しない場合には、当
該保存がない課税仕入れ又は課税貨物に係る課税仕入れ等の税額については、適用しない。
ただし、災害その他やむを得ない事情により、当該保存をすることができなかったことを
当該事業者において証明した場合は、この限りでない」と規定されている。  
この規定にある帳簿ついての記載事項は、消費税法 30 条 8 項において、請求書等の記
載事項については、同条 9 項において規定されている。請求書等の保存がない場合であっ
ても消費税法施行令 49条 1 項 1号に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が 3
万円未満である場合、2 項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が 3 万円以
上である場合で、消費税法 30 条 7 項に規定する請求書等の交付を受けなかったことにつ
きやむを得ない理由がある場合（帳簿に当該やむを得ない理由及び当該課税仕入れの相手
方の住所又は所在地を記載している場合に限る。）には仕入税額控除を認めることとしてい
る。 
上記帳簿及び請求書等の保存につき消費税法施行令 50 条は、事業者は帳簿及び請求書
等を整理し、その帳簿についてはその閉鎖の日の属する課税期間の末日の翌日、その請求
書等についてはその受領した日の属する課税期間の末日の翌日から 2 月（清算中の法人に
ついて残余財産が確定した場合には 1 月とする。）を経過した日から 7 年間、これを納税
地又はその取引に係る事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地に保存しなけれ
                                                   
25 105 分の 1 は地方消費税分となる。 
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ばならない旨を規定している。 
このように仕入税額控除の適用については、帳簿等の保存が要件とされ、帳簿等の保存
がなければ宥恕規定に該当しない限り、仕入税額控除は受けられないこととなる。  
また、課税仕入れの定義（消法 2 条 1 項 12 号）は、「事業者が、事業として他の者から
資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供…を受けること（当該他の者が事業
として、当該資産を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合
に、課税資産の譲渡等に該当することとなる…ものに限る。）をいう」としており、免税事
業者からの課税仕入れを認めている。この点が、EU 型付加価値税と大きく異なる点であ
り、付加価値税としての税の転嫁を不透明にし、日本の消費税法における前段階税額控除
法を独特の規定にしている26。 
また、税務調査における帳簿等の不提示に関する規定は、条文上具体的に明示されてい
ない。あくまで、「保存」に関する規定が存在するだけである。仕入税額があっても、帳簿
及び請求書等の保存がない等仕入税額控除の要件を満たさなければ、その要件を満たさな
い部分の金額については仕入税額控除ができない計算構造になっている。「保存」の解釈が、
税負担の累積を排除するための計算構造の中枢である仕入税額控除の可否に影響を及ぼす
ことになるのである。この「保存」の解釈が税務調査と結びつき、消費税法 30 条の解釈
を巡る問題は複雑になる。この問題については、第 3 章で考察していく。 
 
第 5 節 所得税法等における帳簿等の保存規定  
消費税法と同じ租税法である所得税法及び法人税法において「保存」と「提示」の意味
をどのように解釈しているのか比較することは、消費税法における解釈を検討する上で重
要であると考えられる。消費税法以外で税務調査の際の帳簿書類の不提示が問題となった
のが、所得税法及び法人税法における青色申告承認取消処分に係る事例である。所得税法
も法人税法も青色申告承認の取消事由について、以下のように帳簿書類の保存に係る同様
の規定を設けている。 
青色申告者は、青色申告を受けるために事業所得等を生ずべき業務につき帳簿書類を備
え付けてこれに係る取引を記録し、かつ、当該帳簿書類を保存しなければならない（所法
                                                   
26 EU 型付加価値税はインボイス方式を採用しており、仕入税額控除を購入先の事業者が発
行したインボイスに記載された税額によって行い、インボイスが存在しない場合には仕入税
額控除を認めない。インボイスを発行できるのは、課税事業者に限定されるから、事業者が
免税事業者や消費者から購入した場合には仕入税額控除は認められない。  
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148 条 1 項・法法 126 条 1 項）。また、当該書類は、その納税地等に 7 年間保存しなけれ
ばならない（所規 63 条・法規 59 条）。そして、税務署長は、これらの帳簿書類の備付け、
記録又は保存が所得税法 148 条 1 項（法人税の場合には法法 126 条 1 項）に規定する財務
省令で定めるところに従っていない場合には青色申告の承認を取り消すことができるとし
ている（所法 150 条 1 項・法法 127 条 1 項）。 
このように、青色申告制度を適用するためには、帳簿等の保存の要件を満たす必要があ
り、帳簿等の保存がない場合には青色申告承認の取消事由に該当する。このような条文構
成は、消費税法の帳簿等の保存がない場合における仕入税額控除の否認（消法 30 条 7 項）
と同様の法形式となっている。青色申告承認取消処分に係る事例について、裁判所は、帳
簿書類の備え付け、記録、保存は税務調査の段階において税務職員がその帳簿を確認し得
るべき状態にあることを当然に含むものであるとし、帳簿の提示拒否は青色申告承認の取
消事由に該当すると判断している27。東京地裁昭和 55 年 3 月 13 日判決では、「この解釈
は、調査拒否自体を備付け、記録又は保存の違反と並ぶ別個独立の取消事由とするもので
はなく、右調査拒否の結果として帳簿書類の備付け、記録又は保存が正しく行われている
ことを処分の時において確認し得ないこととなるので、これをもって備付け、記録又は保
存を欠くと評価するものであるから、法の規定していない取消事由を創設したことになる
との非難は当たらない」と説明している。この解釈は、学説上通説となっている28。 
東京地裁平成 3 年 1 月 31 日判決29においても、青色申告者が帳簿書類の提示を拒否した
ため、その備付け等が正しく行われているか否かを税務署長が確認できないときも、所得
税法 150 条 1 項の青色申告承認の取消事由に該当する旨を判示している。さらに同判決で
は、「法規上明文をもっては規定されていないこと、また青色申告承認取消処分が納税者に
対して一定の不利益を課する処分であること等からすれば、右のような取消事由の認定に
当たっては、一定の慎重さが要求される」とし、「一定の時点においてのみ判断されるべき
ものではなく、税務当局の行う調査の全過程を通じて、税務当局が帳簿の備付状況等を確
                                                   
27 青色申告承認取消処分に係る事例として、東京地裁昭和 55 年 3 月 13 日判決（昭和 52 年
（行ウ）第 305 号）『TKC 法律情報データベース』文献番号 21068820、東京高裁昭和 56 年
10 月 21 日判決（昭和 55 年（行コ）第 22 号）『TKC 法律情報データベース』文献番号 21074980、
津地裁昭和 55 年 6 月 19 日（昭和 51 年（行ウ）第 8 号）『TKC 法律情報データベース』文献
番号 21070050 等がある。 
28 石島「前掲論文（注 24）」15 頁。 
29 東京地裁平成 3 年 1 月 31 日判決（平成元年（行ウ）37 号・72 号）『TKC 法律情報データ
ベース』文献番号 22004071。評釈として、石原直樹（判例タイムズ 790 号）262 頁。 
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認するために社会通念上当然に要求される程度の努力を行ったにもかかわらず、その確認
を行うことが客観的に見てできなかったと考えられる場合」に取消事由に該当する旨判示
している。 
この所得税法等の帳簿等の保存に係る解釈論を消費税法における帳簿等の保存の解釈に
ついても適用し、仕入税額控除を否認している事例があり、その点については後述する。  
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第 2 章 消費税推計課税の可否 
 
第 1 節 推計による仕入税額控除を巡る対立 
事業者が、そもそも当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除にかかる帳簿等を保存し
ていない場合に、消費税法においても推計課税により、課税仕入れにかかる消費税額を推
計することができるのかという問題がある。推計により仕入税額控除を算定することがで
きるか否かについては、様々な考え方があり見解が分かれている。 
実務においては、税務調査時に帳簿等の確認ができなければ、推計によって売上高が計
算され、税額が算定されている。消費税には推計課税の明文規定は存在しないが、実額に
よる税額計算ができないことをもって課税を行わないことは、課税の公平の観点から認め
られないことであり、この点において、推計課税を行うことは妥当であると考えられる。  
明文規定なしに推計課税ができるかどうかについて、昭和 25 年に推計課税の規定を置
く以前の所得税の事案について最高裁判所は、「信頼しうる調査資料を欠くために実額調査
のできない場合に、適当な合理的な推計の方法をもって所得税を算定することを禁止する
ものではないことは、納税義務者の所得を補捉するのに十分な資料がないだけで課税を見
合わせることの許されないことからいっても、当然の事理であり、このことは、昭和 25
年に至って…はじめて可能となったわけではない」としている30。このように、推計課税
の規定を確認規定と理解し、課税公平为義にもとづいて、明文規定がない場合にも推計を
認めるというのが判例及び通説である31。しかし、これに対して、消費税の推計課税に関
する規定が存しないのは、立法上のミスではないかとの指摘もある32。 
推計課税制度は、租税の負担の公平から是認されているものである。適正な課税は、納
税者が行った課税取引のすべてが正確に把握され課税されることにある。そこで、適正な
課税を確保するには、納税者が自ら奨んで申告する申告納税制度と課税取引を帳簿書類に
記帳するという記帳義務制度を採用する必要がある。これは、シャウプ勧告33の所得税及
                                                   
30 最高裁第二小法廷昭和 39 年 11 月 13 日判決（昭和 38 年（オ）第 725 号）『TKC 法律情報
データベース』文献番号 21020100。 
31 西山由美「消費税における推計課税の可否」（税研 148 号・第 25 巻第 3 号・2009 年）214
頁。 
32 吉良実「消費税推計課税の必要性とその許否」（税務弘報・第 37 巻第 5 号）6 頁。 
33 シャウプ勧告とは、1949 年の「シャウプ使節団日本税制報告書」の通称であり、我が国の
税制を、国税・地方税の双方について、実体制度と手続きの両面にわたって全面的に改革す
ることを勧告したもので、今日まで日本の税制に大きな影響を与えている。金子宏教授はシ
ャウプ勧告について、「シャウプ勧告は、民为的租税観と担税力に応じた課税の見地から、直
12 
 
び法人税の執行に「所得税及び法人税が適正に執行されるかどうかは、全く納税者の自発
的協力にかかっている。納税者は、自分の課税されるべき事情、また自分の所得額をもっ
ともよく知っている。このある納税者の所得を算定するに必要な資料が自発的に提出され
ることを申告納税という」とあり、また、「正当な申告納税には、このような記帳は不可欠
の要素である」34とある。 
問題となるのは、推計による仕入税額控除の可否についてである。実務上、推計による
仕入税額控除は行われていないが、これは、消費税法 30 条 7 項について、課税庁が、税
務調査が適法で不提示に正当な理由がない場合には、不保存と同視できるとする「適法な
税務調査における不提示＝不保存」説の立場をとっており、帳簿等を「提示」しなかった
時点で仕入税額控除の適用は否認されるとし、実額課税のみならず推計課税についても同
項の効力が及ぶと考えているためだと思われる。 
しかし、消費税法案の段階から、仕入税額控除の適用は、消費税法 30 条 7 項の要件を
充足しない限り、推計による税額控除をも認めないとする解釈から生ずる問題が既に懸念
されていた。1988 年 10 月・11 月における日本税法学会「消費税法案に対する当学会各地
区意見書」において、推計課税の適用の有無に対する疑問や明確な規定の要請等が为張さ
れていた35。特に、同学会関西地区・九州地区意見書には、推計課税の規定の必要性が詳
細に説明されている。 
また、清永敬次教授は、消費税法導入の当初より「取引に係る帳簿・請求書等が備わっ
ていない等のため、課税標準である課税資産の譲渡等の対価の額が推計により計算される
ときは、課税仕入れに係る支払対価の額についても推計を行い、それに基づく仕入税額控
除が許されるものと思われる」36と为張されており、今日のような問題は、立法当初から
予定され得るものであった37。 
そこで本章では、推計による仕入税額控除を否認する考え方と肯定する考え方に分類し
                                                                                                                                                          
接税、特に所得税中心の税制を勧告した理由の一つは、税負担を感じつつ納税する直接税の
方が、納税者が政府を身近に感じ、租税の使われ方について看視の目を行き届かせることが
できるということにあった」と述べられている。金子宏「シャウプ勧告の歴史的意義」『シャ
ウプ勧告 50 年の軌跡と課題 租税法研究 第 28 号』（有斐閣・2000 年）14 頁。 
34 平山紀美子「推計課税の必要性・合理性、実額反証の成否、消費税法 30 条 7 項の意義」（税
経通信・第 57 巻第 2 臨時増刊号）114 頁。 
35 日本税法学会運営委員会「消費税法案に対する当学会各地区意見書」（税法学・第 452 号・
1998 年）16、20、22、25 頁。日本税法学会運営委員会「消費税法案に対する当学会各地区確
定意見書」（税法学・第 453・1988 年）25、26、29、39 頁等参照。 
36 清永敬次『税法〔第 6 版〕』（ミネルヴァ書房・2005 年）172 頁。 
37 占部『前掲書（注 23）』516-517 頁。 
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検討を行うこととする。 
 
第 1 項 推計による仕入税額控除を「否認」する考え方 
① 「課税標準＝売上高」を根拠とするもの 
消費税法 28 条に規定する課税標準が「売上高38」となっていることを根拠とし、推計に
よる仕入税額控除は認められないとする考え方である。すなわち、所得税や法人税につい
て推計課税の必要性が認められる場合には、課税標準について推計が行われるのであるか
ら、消費税についても、同法 28 条の規定する課税標準についてのみ推計が行われるとす
るものである。つまり、所得税法が「総所得金額－所得控除」を、法人税法が「益金の額
－損金の額」を課税標準として規定しているのに対し、消費税法は 28 条で「売上高」を
課税標準とし、仕入税額控除については同法 30 条で別に規定するという形をとっている
ことから、その条文の形式を重視した解釈となっている。 
 消費行為に対して課税をするという消費税の性格は、収入金額から経費を控除した所得
金額を課税標準とする所得税や法人税とは本質的に相違しており、消費税の推計課税は、
課税標準である「売上高」を推計するものであって、「仕入税額控除」又は「仕入税額控除
後の納付すべき税額」を推計するものではないという点に特質がある。したがって、収入
金額又は経費額を推計して課税標準たる所得金額と所得税額を推計により認定する所得税
等の推計課税とは、この点において本質的に相違している。これは、消費税額の算定構造
を根拠とするものである39。 
 
② 「仕入れの事実」の立証方法を制限しているとするもの 
消費税法 30 条に規定する仕入税額控除は、「課税標準と不可分の課税基礎」と解しつつ、
帳簿等の保存は仕入税額控除の単なる証明手段ではなく、実体法的要件と解し、帳簿等の
保存がない場合には、仕入税額控除の要件自体が充足されておらず、推計による仕入税額
控除は認められないとするものであり、三木義一教授が为張されている。 
三木教授は、ドイツ売上税法における同様の問題についての議論を参考に、「仕入税額
があっても、帳簿の『保存』がなされていないときは控除は否認されるが、この保存は実
                                                   
38 消費税法 28 条では、課税標準は、「課税資産の譲渡等の対価の額」と規定しているが、本
稿では便宜上「売上高」と記載する。 
39 大渕博義「消費税法の帳簿保存義務と仕入税額控除の問題点」（税理・第 38 巻第 12 号）
37 頁。 
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体法的要件であり、保存がない以上推計で仕入税額を控除することも許されない」とされ
ている。その上で、「事業者が課税仕入を行ったことを立証する方法は多様な方法があり得
るし、売上がある以上対応する仕入れがあるのが原則であり、30 条 1 項だけでは推計によ
る仕入税額控除の余地も出てくることになりかねない。そこで、法は 30 条 7 項で課税仕
入の事実の立証方法を『帳簿・請求書の保存』に限定したのである。消費税法 30 条 7 項
の意味は…立証方法を制限したものにすぎない」と述べられている。仕入税額控除を付加
価値税の本質として理解しながら、帳簿等の保存がない場合には仕入税額はそもそも納付
税額の計算過程に入ってこないという意味での帳簿等の保存を仕入税額控除にかかる実体
法的要件と解している40。 
仕入税額控除は、仕入税額控除に係る帳簿等の保存があるものについて認められるとこ
ろ、この規定の趣旨は、帳簿等の保存がない場合には一切仕入税額控除を認めないとする
ものであり、課税仕入れの対価の額は、帳簿等を保存（あるいは提示）しなくとも所得税
と同様に推計で行われるべきであるとの为張は許されないとするもので、消費税法 30 条
の規定自体の解釈によるものである41。 
 
③ 課税庁の見解 
消費税の仕入税額控除を否認する課税庁が共通に为張していることは、調査段階で帳簿
を提示しない場合には、仕入税額控除の要件としての「保存」を欠き、仕入税額控除は許
されず、かつ、推計も許されない、ということである。 
 その理論的根拠として指摘されているのは、次のような点である。 
イ)  消費行為に課税する消費税と客観的所得金額に課税する所得課税とは本質的な差異
がある。 
すなわち消費税において課税標準算定の基礎とされるのは、売上高のみであり、課
税仕入れに係る支払いの対価の額は、消費税法 30 条 7 項の要件を満たす場合に控除さ
れるべき仕入税額を算定する基礎にすぎない。 
ロ)  したがって、たとえ、課税仕入等の事実が認められる場合であっても、事業者が課
税仕入れに係る消費税額の控除に係る帳簿及び請求書等を保存していない限り同法 30
条 1 項の規定を適用しないという課税仕入れに係る消費税額の控除の要件が定められ
                                                   
40 占部『前掲書（注 23）』522 頁。 
41 同上、519-520 頁。 
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ているから、この要件を充足しない限り、課税仕入れに係る消費税額を控除すること
はできず、課税標準額に対する消費税額が、消費税の納税義務の内容となり、納付す
べき消費税額となる。 
 なお、調査時の不提示が「保存」としての要件を欠くという为張の論拠としては、
総額为義が引き合いに出され、処分時に客観的に存在した税額が問題であり、したが
って、処分時に仕入税額控除の要件が存在していたか否かが問題だ、という点を強調
している。さらに、「保存」の意義を「調査時における提示」と同義に解する難点を補
強する理由として次のような事情も指摘している。 
ハ)  税務調査に際して、仕入税額控除に係る帳簿等の提示がないにもかかわらず、消費
税法 30 条 7 項の仕入税額控除の要件を満たすとすれば、課税庁としては、当該納税者
の適正な納付すべき消費税額を把握し得ないまま、納税者の申告どおりの仕入税額控
除を認め、更正等の処分を差し控えるか、あるいは、事後に仕入税額控除に係る帳簿
等を提示され更正処分等が常に違法として取り消されることを承知の上で仕入税額を
控除しないで更正等の処分をするかの選択をせざるを得ず、いずれにせよ、適正公平
な課税を実現すべき課税行政庁の職責に反する選択を強いられることになる42。 
 
第 2 項 推計による仕入税額控除を「肯定」する考え方 
 推計による仕入税額控除を肯定する見解に立つ論者は、清永敬次教授、北野弘久教授、
田中治教授、福重利夫氏等である。この考え方は、消費税が付加価値に課される税である
ことから、仕入税額控除は納税者の特典ではなく、権利であるとするものである。したが
って、その多くが、消費税の課税標準は「売上高－仕入高」と解すべきであることを为張
の根拠とする。 
 
① 「課税標準＝売上高－仕入高」を根拠とするもの 
消費税の課税標準は、「売上高－仕入高」であり、仕入の事実があるのであれば、当然
に仕入税額控除は認められるべきであるから、推計課税が行われる場合も当然に推計によ
る仕入税額控除が認められるとするものである。この見解に立つ田中治教授は、「課税売上
について推計課税がなされるのであれば、課税仕入れについても推計をして、仕入税額控
                                                   
42 三木義一「帳簿不提示と消費税の仕入税額控除否認の関係～ドイツ売上税法の判例を素材
として」（税理・第 39 巻第 13 号）19-20 頁。                      
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除相当額を控除することが許されてよいというべき」43と述べられている44。 
課税売上げにかかる税額から課税仕入れにかかる税額を控除することが、消費税の計算
の基本的構造である以上、推計課税においても仕入税額を控除することは当然と考えられ
る。租税実体法上、事業者が納付すべき税額は、仕入税額を控除した金額であって、この
累積課税の排除措置により消費税は付加価値税の性質をもち得る。客観的に見て、帳簿等
の保存の有無にかかわらず、仕入れには仕入税額が付着しているのであり、仕入税額控除
は事業者の特典ではなく権利であるため当然認められるとするものである45。 
田中教授は、消費税法 30 条 7 項について、「基本的には、実額による仕入税額の計算を
規律するための手続規定の性格をもつものである。法が、帳簿、請求書等の保存を求める
のは、取引の証拠を確実にするためである。この規定の趣旨、目的は、納税者において取
引の実態をおよそ証明できなければ、たとえ客観的に仕入税額があるとしても、その不明
分を控除することはできないという、いわば手続的観点からする当然の制約を確認的に述
べることにある」46と述べられている。この規定を用いて直接、納税者の実体法上の権利
を制約することはできないとするものである。 
また、田中教授は、「消費税法 30 条 7 項は、推計課税の場合を想定して作られたものと
はいえないであろう。消費税の基本構造を前提として推計をする以上、合理的な手法によ
り、仕入税額相当分を推計するのは当然である」47と述べられている。 
 
② 課税標準からは推計課税の是非を判断できないとするもの 
課税標準からは、推計による仕入税額控除の是非を判断することはできないとしながら
も、消費税が付加価値に課する税であることを重視することにより、消費税法 30 条 7 項
は仕入税額の実額控除を否定しているにすぎず、推計による仕入税額控除は認められると
                                                   
43 田中治「現行消費税の問題点と改正の方向性」（税務弘報・第 49 巻第 8 号・2001 年）23
頁。 
44 同様の意見として、清永『前掲書（注 36）』172 頁、福重利夫「帳簿等の保存義務違反と
消費税の仕入税額控除」（税理・第 38 巻第 2 号）238 頁。 
45 高橋祐介教授は、「帳簿保存が確実に課税仕入れ等の事実を把握して適正な課税を目的と
するにもかかわらず、帳簿不保存による仕入れ税額控除の否認がもたらす適正な課税の阻害
が非常に大きくなる可能性があるところからしても、推計課税を認めるべきであるとする有
力説にはかなりの説得力があろう」と述べられている。高橋祐介「消費税法 30 条 7 項の『帳
簿又は請求書等を保存しない場合』の意義」（岡山大学法学会雑誌・49 巻 1 号）264 頁。 
46 田中治「消費税改革の法的問題点」（法律時報・第 67 巻第 3 号）」18 頁。 
47 同上、19 頁。 
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するもので、占部裕典教授が为張されている48。占部教授は、付加価値税を採用する国の
ほとんどが、税額の算定において、売上げと仕入れのそれぞれに税率を適用してからその
差額を納付税額とする方法を採用していることを指摘され、よって「『課税標準』は何かと
いう議論から、直接的に推計課税の是非を決することはできない。推計課税の是非は、消
費税法の解釈あるいは憲法上の租税法原則（比例原則等）から決せられることになろう」49
と述べられている。その上で、付加価値税体系を施行した消費税法であるからには、推計
による仕入税額控除も認められるべきであるとし、同法 30 条 7 項は、実額による仕入税
額控除の適用のみを制限したものと解すべきとされている。 
占部教授は、「消費税法 30 条 1 項において、納税義務者は仕入税額控除の権利を付与さ
れており、その行使は同法 30 条 7 項の帳簿等の保存によっているが、付加価値税体系を
指向した消費税法のなかで納税義務の存在の構成要件である仕入税額控除の権利を、帳簿
等が存在しないことのみをもって、全く否定することはできない。仕入税額控除の適用を
受ける者と受けない者との事業者間の不平等は、納税義務者に起因する理由により帳簿等
が不存在であっても許容されるものではない。課税仕入れの存在が肯定される以上は、同
法 30 条 7 項をもって、推計による仕入税額控除を排除することは許されないであろう」
と述べられている50。 
 
③ 簡易課税制度との整合性を根拠とするもの 
簡易課税の場合は、帳簿等の保存がなくとも、課税売上税額の一定割合（みなし仕入れ
率）を仕入税額とみなすことができる（消法 37 条）とすると、同様の状況のもとで、簡
易課税においては税額控除が認められ、それ以外の事業者においては認められないという
不公平が生じるため、推計による仕入税額控除は認められるべきであるとするもので、福
重氏が为張されている。 
 簡易課税選択事業者の場合には、課税売上高が決定すれば課税仕入税額は自動的に決定
する（消法 37 条）。この簡易課税選択事業者の場合でも、取扱要領のとおり仕入税額控除
を認めないのであろうか。簡易課税の場合の仕入税額控除は、消費税法 30 条から 36 条の
規定にかかわらず適用するとの規定であるから、帳簿等の保存がなくても仕入税額控除が
                                                   
48 占部『前掲書（注 23）』513-553 頁。 
49 同上、 525 頁。 
50 同上、 530-531 頁。 
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あると解する。それにもかかわらず簡易課税の場合でも仕入税額控除を認めないとすると、
消費税法 30 条 7 項の規定は罰則規定となり不適切である。 
 しかし、簡易課税の場合は仕入税額控除を認めて、一般課税の場合には認めないとする
こともまた不公平である。 
 推計課税は、適切な課税を確保するためのやむを得ない場合に適用されるものと解せら
れ、これは明文規定がない場合でも同様に推計課税が許されると考えられる。推計課税は、
適切な課税目的であって、制裁目的ではない。この点、課税売上げだけは推計するが、課
税仕入れは推計しないとすることは問題があるといえる51。 
 
第 2 節 小活 
推計による仕入税額控除が認められるか否かについては、消費税の課税標準をどのよう
に捉えるかによってその立場が分かれる傾向にあるといえよう。 
推計課税を検討する上では、立法者は消費税法の制定にあたり、推計課税についてどの
ように考えていたのか趣旨を考察する必要があると思われる。しかし、昭和 63 年に制定
された消費税法は、昭和 62 年に廃案になった「売上税法」の変身にすぎないことは周知
のところであるが、その売上税法の制定について、税制調査会が昭和 61 年 10 月 28 日に
行った、「税制の抜本的見直しについての答申」及びその答申に基づく「売上税法案」並び
に消費税法の制定について税制調査会が昭和 63 年 4 月 28 日に行った「税制改革について
の中間答申」等をみても、また「税制改革臨時国会」における議事録等をみても、消費税
（売上税）の課税に当たり推計課税を認めるか否かについて特に議論された形跡は見当た
らないようである。したがってこれら一連の資料からは、立法者の意思が奈辺にあったの
かを知ることはできないようである52。 
推計課税を論じる上では、売上額から仕入額を控除したものを消費税の課税標準と解し
えるのかという点が問題となる。この論点の理解いかんによって、仕入税額についての推
計の必要性及び仕入税額控除の法的性格が変わってくるからである。 
消費税の課税標準については、消費税法 28 条で「売上高」と明記されている。仕入税
額控除に関する規定は、消費税法 30 条により別途規定されている。このため条文上、売
                                                   
51 福重「前掲論文（注 44）」238 頁。 
52 吉良「前掲論文（注 32）」8 頁。また、田中治教授も、「88 年の消費税の導入時において
も、91 年の改正法においても、その旨の立法者の意思は全く示されていない」と述べられてい
る。田中「前掲論文（注 46）」19 頁。 
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上額から仕入額を控除したものを消費税の課税標準と解すことはできない。所得税の課税
標準は、所得税法 22 条で「総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額」と明記されて
いる。また、法人税の課税標準は、法人税法 21 条で「所得の金額」と明記されている。
所得金額とは、収入金額から必要経費を差引いた金額である。このことから、条文上消費
税の課税標準と所得税及び法人税の課税標準とは性質が異なることは明らかである。  
所得税法又は、法人税法では、帳簿等の保存がなく、所得金額算定のための直接資料に
よる実額課税が困難な場合には、同業者比率等による間接資料に基づいて所得金額を推計
して税額を算定する推計課税が行われている（所法 156 条・法法 131 条）。消費税法にお
いても、帳簿等の保存がなく実額による課税標準額に対する消費税額が算定できない場合
には、同法に推計課税に関する明文の規定はないが、所得税法等と同様の方法により、課
税標準を推計して消費税額を算定することができる。しかし、消費税の課税標準はあくま
で「売上高」であるため、帳簿の保存がない場合には、売上高を推計し、その売上高に対
する消費税額を算定することになり、帳簿等の保存がないことから仕入税額控除は認めら
れず、当該消費税額が納付すべき税額とされる。課税仕入れに関する請求書等を保存して
おり、これに基づいて課税仕入れの金額を把握できる場合に限り、仕入税額控除が認めら
れることになる。 
第 1 項①で述べたように、消費税の推計課税は、課税標準額である「売上高」を推計す
るものであって、「仕入税額控除額」又は「仕入税額控除後の納付すべき税額」を推計する
ものではないという点に特質がある。したがって、収入金額又は経費額を推計して課税標
準たる所得金額と所得税額を推計により認定する所得税等の推計課税とは、この点におい
て本質的に相違している53。以上のことから、消費税法における課税標準は売上高と解す
るのが妥当と考えられる。第 2 項②は、課税標準からは推計課税の是非を判断できず、付
加価値税の性質を重視する観点から推計による仕入税額控除を肯定するというものである
が、この見解についても問題があるといえる。消費税が付加価値税であることに異論はな
いが、付加価値税であるからといって帳簿等の保存がない場合にも仕入税額控除が認めら
れることになるとは考えられない。条文上、仕入税額控除の要件として帳簿等の保存が要
求されていることから（消法 30 条 7 項）、帳簿等の保存がなければ仕入税額控除が否認さ
れるのは当然であり、推計による仕入税額控除も認められないと考える。第 2 項③の簡易
課税制度との整合性の問題については、そのような両者の取扱いに差が生じることが、不
                                                   
53 大渕「前掲論文（注 39）」37 頁。 
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公平といえるのかは疑問である。簡易課税というのは、売上げに係る消費税額から控除す
べき仕入税額の計算について、納税義務者の選択により、実額による控除の代わりに、売
上にかかる消費税額の一定割合を仕入税額とみなして控除する制度である。これは、納税
事務の簡素化とコストの軽減のために採用されたものである54。簡易課税制度は、立法上
小規模事業者の事務負担を考慮し、あえて本則を外して特例を認めたものであり、簡易課
税制度の取り扱いは、本則の課税理論に影響を及ぼすものではない。そのため、推計によ
る仕入税額控除を認めないことが、簡易課税制度との整合性に欠けることになるとはいえ
ない55。 
消費税法が要求している仕入税額控除の要件は帳簿等の「保存」であるため、帳簿等の
「保存」がなされていないときは仕入税額控除が否認され、推計による仕入税額控除も認
められないとする解釈が妥当であると考える。 
それでは、帳簿等の「保存」とは、どのような場合を指すのであろうか。第 3 章で「保
存」の意義について考察していくこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
54 金子『前掲書（注 2）』616 頁。 
55 ただし、簡易課税制度については、事業区分の分類に困難な事例が生じていること、適用
上限売上高が引き下げられたにもかかわらず、本則課税と簡易課税の間に不合理な乖離が生
じていること、手続き面では本則課税と簡易課税を比較してその有利な方を選択している事
実が存在していること、といった問題を内在している。日下文男「簡易課税制度が抱える問題
と今後の課題」（税理・第 51 巻第 7 号）83-84 頁。 
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第 3 章 消費税法 30 条 7 項における「保存」の意義 
 
第 1 節 問題の所在 
 我が国の消費税は、消費税法 30 条 1 項で「課税標準額に対する消費税額」から「課税
仕入れに係る消費税額」を控除することを規定し、消費税法 30 条 7 項において、その課
税期間の「帳簿等を保存しない場合」には、「課税仕入れに係る消費税額」の控除を適用し
ないと定めている。 
帳簿等の備え付けをしていない場合に、仕入税額控除の規定が適用されないのは、異論
がないところである。それでは、税務調査の際に納税者が帳簿等を提示しなかった場合に
は、「保存しない場合」に該当することになり、仕入税額控除は否定されるのであろうか。
帳簿等の提示がない場合の仕入税額控除の可否については、長年争われているところであ
り、多くの下級審判決がある。ここで論点となっているのは、①帳簿等の不提示が仕入税
額控除の適用要件である帳簿等を保存していない場合に該当するか否か、さらに②調査時
点での不提示がその後（訴訟時）における提示によって保存義務を満たすことになるか否
かという法解釈上の問題である。 
これらの論点については、大阪地裁平成 10 年 8 月 10 日判決、津地裁平成 10 年 9 月 10
日判決、東京地裁平成 10 年 9 月 30 日判決の 3 つの代表的な判決がある。これらの判決で
は、上記論点につきそれぞれ見解が分かれており、消費税法 30 条 7 項の「帳簿等の保存
がない場合には仕入税額控除は適用しない」とする条文の不明確さを示す結果となってい
る。これらの裁判例はいずれも、平成 6 年の消費税法改正前の事案を扱っている56。改正
前の規定では、「帳簿及び請求書等」ではなく、「帳簿又は請求書等」の保存が要求されて
いた57。仕入税額控除の要件として帳簿の保存に加え、請求書等の保存をも求めるのは、
自己作成の帳簿のみでは制度の信頼性に欠けるところがあり、取引相手方作成の書類（請
                                                   
56 平成 9 年 3 月 31 日までは、「帳簿又は請求書等」の保存が義務付けられていた。平成 6
年の税制改正において、制度に対する信頼性を高める観点から、仕入税額控除の適用要件が
課税仕入れ等の事実を記載した「帳簿及び請求書等」のいずれも保存することに改められた（平
成 6 年 法律第 109 号）。 
57 この改正の趣旨として、金子宏教授は、「消費税制度を EU 型のインボイス方式に切り替
えるための準備の意味を持っていると考えられる」と述べられている。金子『前掲書（注 2）』
635 頁。また、現在の記帳慣行からますます乖離し納税者に過酷な負担が及ぶことを懸念する
意見もある。山本守之「仕入税額控除要件および請求書等の保存とその記載事項をめぐる問題
点」（税経通信・第 51 巻第 13 号）40-41 頁参照。水野忠恒「誌上税務審議『帳簿及び請求書
等の保存』」（税研 77 号・1998 年）37 頁参照。 
22 
 
求書・納品書等）によって取引内容の客観性を担保しようとするものである58。 
だが、平成 6 年の改正の前後を問わず、消費税法 30 条 7 項は一貫して、「保存しない場
合」には仕入税額控除が出来ない旨を定めている59。それゆえ、これらの裁判例は、現行
法上も先例としては意味を持つ。そこで、本稿ではこの 3 つの判決を基に問題点の検討を
行うこととする。 
 
第 2 節 学説の紹介 
 納税者が提示を拒否した場合、訴訟で帳簿等を利用して仕入税額控除を为張できるかに
つき、学説は多岐に分かれている。すなわち、提示拒否の場合も訴訟において帳簿等を利
用できると解するもの60、意識的不提示であっても合理的理由がある場合には問題なく仕
入税額控除が認められるとするもの61、青色申告承認の取消事由に関する裁判例を引用し
つつ、課税処分時に帳簿等が確認できる形で保存されていなければ仕入税額控除は認めら
れないとするもの62、質問検査の際に事業者が帳簿等を正当な理由なしに提示しなかった
場合、必要な帳簿等を保存しているとは認められないとするもの63、納税者が帳簿等を提
示しなくても、一方で課税庁には推計によって課税仕入額を算定する義務が残るから仕入
税額控除をゼロとする課税処分は許されず、他方で納税者は課税仕入額について実額反証
ができないと解するもの64、等に分かれている。 
金子宏教授は、帳簿等の不提示と帳簿等の保存の関係について、「質問・検査の際に、
当事者が、これらの帳簿および請求書等を正当な理由なしに提示しなかった場合には、不
服申立てまたは訴訟において、（1）質問・検査の時点でいつでも提示ができる状態で適式
な帳簿および請求書等を保存していたこと、および、（2）提示を拒否したことには正当な
理由があったこと、を立証しない限り、適式な帳簿等の保存はなかったものとみなされ仕
                                                   
58 大島隆夫・木村剛志『消費税法の考え方・読み方〔四訂版〕』（税務経理協会・2004 年）272
頁。 
59 高田具視「消費税の改正について」（税理・第 39 巻第 3 号）157 頁、林訓「仕入税額控除
の要件における『帳簿』の記載内容」（税理・第 39 巻第 15 号）113 頁を参照。 
60 田中「前掲論文（注 46）」13、19 頁。 
61 福重「前掲論文（注 44）」233、236 頁。 
62 石島「前掲論文（注 24）」10、15 頁。大渕「前掲論文（注 39）」36、38 頁。大渕博義「帳
簿等の不提示と仕入税額控除要件の『帳簿等の保存』の意義」（税理・第 41 巻第 15 号）8、13
頁。 
63 金子『前掲書（注 2）』635 頁。 
64 占部『前掲書（注 23）』539 頁。 
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入税額控除は認められないと解すべきであろう」65と述べられている。 
 また、増井良啓教授も、「消費税法 30 条 7 項にいう『保存がない場合』とは、『適法な
提示要請があれば直ちに提示できる状態での保存がない場合』を意味するものと解すべき
であり、これに該当することは課税庁が为張・立証すべきである。納税者による帳簿等の
不提示は、『保存がない場合』を推認せしめる事情と位置づけられる」66と述べられている。 
 青色申告承認の取消事由に関する裁判例を引用しつつ、課税処分時に帳簿等が確認でき
る形で保存されていなければ仕入税額控除は認められないとする見解としては、大渕博義
教授、石島弘教授があげられる。 
大渕教授は、後述する津地裁の判断について、大量反復性を有している消費税の申告納
税制度は、大量の納税者の申告に対し、税務職員が効果的に調査を行わなければならない
ため、簡単に調査しうる確実な証拠を帳簿等に限定して、税務署長等が仕入税額を確認で
きるようにしているための「保存」と解したものであり、青色申告承認取消処分の要件で
ある「帳簿の保存がない場合」と同義に解したものであるとされている67。そして帳簿不
提示については、「申告納税制度は、納税者の協力義務とその申告内容の説明義務が制度自
体に内在するものであり、課税庁の適法な帳簿提出要求に対して、正当な理由もなく拒否
した場合には、帳簿等の保存がない場合に該当し、仕入税額控除を否定せざるを得ないと
考える」68と述べられている。 
 また、石島教授は、所得税法及び法人税法における青色申告制度は、帳簿書類の備え付
け、記録、保存の状況が税務職員の質問検査に基づく調査により確認できる状態にあるこ
とを不可欠当然の前提であることをあげ、消費税の仕入税額控除においても、「適正な税務
調査がなされる際には帳簿確認の保存が正しく行われていたことが処分時において確認で
きるように提示され、これに基づいて課税仕入れ等に係る消費税額が算出されることが予
定され、かかる確実な帳簿が保存されていない場合に仕入税額の控除は認められないこと
になると解される」69とされている。ただし、仕入税額控除については、仕入税額を推計
しないことにふれ、「税務当局が、ある程度の時間をかけて冷静な態度で調査を継続してい
れば、帳簿書類の保存が正しく行われているか否かを確認することが可能な状態があった
                                                   
65 金子『前掲書（注 2）』635 頁。 
66 増井良啓「帳簿不提示と消費税の仕入税額控除」（判例時報・1676 号）164 頁。 
67 大渕「前掲論文（注 62）」12 頁。 
68 同上、13 頁。 
69 石島「前掲論文（注 24）」15 頁。 
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のではないかとの疑いを否定できない場合には帳簿書類の不提示は違法とならないと思え
る」70と述べられている。これらの学説は、後述する最高裁の判断と結論部分においては
同旨であり、多数説である。 
 しかし、大渕教授や石島教授のように所得税法及び法人税法における青色申告承認の取
消理由である帳簿備付不備と消費税法 30 条 7 項の保存しない場合を同義に扱うことにつ
いて、品川芳宣教授は、「確かに、税務調査の段階においては、両者における帳簿等の不提
示と帳簿等の保存の否定をいう点では共通性が認められるところではあるが、一方が青色
申告の承認という行為に対する違背行為であるということ（承認取消が行えないと、推計
課税等の次段階の措置が不能になる。）に対し、他方が本来控除すべきものを手続上の不備
から税額控除を否認するという納税義務に直接影響を及ぼすことに鑑みれば、後者のほう
を文理に沿って厳格に解釈する方が理があるように考えられる」71と述べられている。ま
た、西山由美教授も、「青色申告者の特権の喪失となる青色申告承認取消と、消費税システ
ムにとって極めて重要な仕入税額控除の否認とを同一に論じることはできないという反論
も成り立ちうる」72と述べられている73。このような両者を同一に論ずることはできない
とする批判的な見解にも留意しなければならない。 
これに対し反対説の意見として、田中治教授は、消費税法 30 条 7 項の規定は実額によ
る仕入税額の計算のための手続規定とされ、「『保存』の概念には『提示』が含まれるとい
う解釈は、日本語として、あまりにも不自然である。納税者が税務調査に正当な理由なく
応じないのであれば、断固刑罰（消法 68 条）で対応すべきである」74と述べられている。
これは「不提示≠不保存」説であり、最高裁判決平成 16 年 12 月 20 日で付された滝井裁
判官の尐数意見を支持するものである。また、三木義一教授も、「保存」と「提示」の文言
は明確に異なる点や、消費税は累積型取引税とは異なる非累積型付加価値税として導入さ
れた立法の経緯や条文構造からこの説の立場をとっている75。 
                                                   
70 石島「前掲論文（注 24）」16 頁。 
71 品川芳宣「帳簿の不提示と仕入税額控除の可否」（TKC 税研情報・第 8 巻第 3 号）21 頁。 
72 西山由美「仕入税額控除と法定帳簿等の保存」（税務事例・第 32 巻第 9 号）5 頁。 
73 大渕教授、石島教授とは異なる为張として、北野弘久教授は、青色申告承認取消の場合に
は単に青色申告としての「特権」の保護を受けられなくなるのにとどまるのに対し、消費税法
30 条 7 項の場合には、同項による仕入税額控除の否認それ自体が付加価値税としての消費税
の本質の否定につながると述べられている。北野弘久「消費税法 30 条 7 項の仕入税額控除の
否認」(税理・第 39 巻第 4 号)191 頁。 
74 田中「前掲論文（注 43）」22 頁、田中「前掲論文（注 46）」18 頁。 
75 三木義一「消費税仕入税額控除における帳簿等の『保存』の意義」（税理・第 48 巻第 6 号）
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このように学説は多岐にわたっているのであるが、解釈が分かれている要因としては、
消費税法 30 条 7 項の帳簿等の「保存がない場合」の文言が曖昧であることによるといえ
る。税務調査における帳簿等の不提示に関する規定が条文上具体的に明示されていないこ
とも様々な解釈を生む要因となっている。また、付加価値税の性質から仕入税額控除は納
税者の権利であると解するのか、条文の文言を忠実に解釈し、仕入税額控除は納税者の特
典と捉えるのかによっても見解が分かれるといえる76。 
 
第 3 節 不提示と保存に関する問題 
 ここでは、帳簿等の不提示が仕入税額控除の適用要件である帳簿等を保存していない場
合に該当するか否かという論点について「不提示＝不保存」説、「適法な税務調査における
不提示＝不保存」説、「不提示≠不保存」説の 3 つに分類し、上記 3 つの下級審判決と合
わせて整理を行う。 
 
第１項 「不提示=不保存」説 
税務調査において帳簿を提示しなければ帳簿の確認をできないため、不提示を不保存と
同一視できるとする説である。この説は、消費税の納付税額は、事業者が帳簿等の「保存」
義務を果たしているか否かの形式的観点から確定されると捉えられている。すなわち、「仕
入れの事実」があることを、仕入の相手方の記録等から確認できたとしても、当該事業者
が帳簿等の「保存」をしていなければ仕入税額控除は認められないとする。よって、消費
税の納付税額確定のためには、事業者が帳簿等の「保存」義務を果たしているかどうかを
税務調査において確認する必要があり、消費税法 30 条 7 項にいう「保存」とは、帳簿等
が税務調査の際に「提示」されることを当然に予定しているとするものである。津地裁平
成 10 年 9 月 10 日判決がその代表的な裁判例である。 
 
〈津地裁判決（平成 10 年 9 月 10 日77）〉 
                                                                                                                                                          
23 頁参照。 
76 大渕博義教授は、「我が国の非累積型の一般消費税構造の下で、仕入税額控除が消費税の生
命たる基本構造であることとの関連で、帳簿等の保存についての柔軟な解釈が理念的に要請
されるという法解釈の問題点を含むものである」と述べられている。大渕「前掲論文（注 62）」
11 頁。 
77 津地裁平成 10 年 9 月 10 日判決（平成 6 年（行ウ）第 9 号）『TKC 法律情報データベース』
文献番号 28033030。評釈として、高正臣「消費税法 30 条 7 項の帳簿等の『保存』の意義およ
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1.事実の概要 
コーヒー豆卸売業を営む原告 X は、平成元年 5 月 1 日から平成 2 年 4 月 30 日までの課
税期間（以下、平成 2 年 4 月期という）、平成 2 年 5 月 1 日から平成 3 年 4 月 30 日までの
課税期間（以下、平成 3 年 4 月期という）、及び平成 3 年 5 月 1 日から平成 4 年 4 月 30
日までの課税期間（以下、平成 4 年 4 月期という）の各年度の消費税額について、各法定
申告期限までに確定申告を行い、納付すべき税額を納付した。（平成 2 年 4 月期について、
課税標準額 5 億 1,580 万円余・消費税額 1,547 万円余・控除税額 1,277 万円余・納付すべ
き税額 270 万円余。平成 3 年 4 月期について、課税標準額 4 億 2,213 万円余・消費税額
1,266 万円余・控除税額 1,015 万円余・納付すべき税額 250 万円余。平成 4 年 4 月期につ
いて、課税標準額 4 億 1,582 万円余・消費税額 1,247 万円余・控除税額 996 万円余・納付
すべき税額 251 万円余）。これに対して、被告 Y 税務署長は、税務調査において税務職員
から帳簿又は請求書等の適法な提示要請があったにもかかわらず、X はこれを提示せず、
したがって消費税法（平成 6 年法律第 109 号による改正前のもの。）30 条 7 項にいう「課
税仕入れ等の税額控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない場合」に該当するとして、前
記確定申告額のうち、課税仕入れに係る控除税額をいずれも 0 円とする更正処分及び過尐
申告加算税賦課決定処分を行った。X は各処分につき Y に対して異議申し立てを行ったが
棄却され、続けて X は国税不服審判庁に審査請求を行ったがこれも棄却されたため、出訴
した。 
 
2.被告の为張 
①  消費税法 30 条 7 項の趣旨は、課税仕入れの事実の証明手段を帳簿等に限定すること
により仕入税額控除の正確性を担保するためであるから、帳簿等の保存がない場合に
は、仮に客観的に課税仕入れが存在したとしても仕入税額控除は認められず、法定帳
簿等以外の資料による推認によって仕入税額控除をすることは許されていないという
べきである。 
②  仕入税額控除については、申告内容の正確性を担保することが特に要求されている。
また、消費税の申告及び課税処分は、大量反復性を有しているため、その早期確定と
処分の安定性が強く要求されている。帳簿等の保存と記載内容が確認されることによ
                                                                                                                                                          
びいわゆる訴訟段階における帳簿等の後出しによる仕入税額控除の適用の可否」（税経通信・
第 57 巻 2 号）87 頁、高橋「前掲論文（注 45）」258-261 頁。 
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って初めて、仕入税額控除の正確性が担保されるのであり、適法な税務調査に応じて
帳簿等が提示されることを前提としている。 
また、処分後の訴訟等の段階で帳簿を提出すればよいと解すると、既に取引先等の
調査対象者における資料や記憶が失われ、課税仕入れの事実の調査ができない結果が
生じてしまい、税務調査により課税仕入れの事実の正確性を担保しようとした法の趣
旨が全うされない。 
③  消費税法施行令 50 条 1 項は、帳簿又は請求書類を整理して保存することと規定して
おり、他人に提示することを予定していると考えられること。消費税法 30 条 8 項、9
項 1 号の規定は、適法な税務調査において税務職員が、帳簿等の記載から課税仕入れ
に係る消費税額の調査、確認を行うためにあること。同令 50 条 1 項は、帳簿等の保存
場所を納税地等に限定し、保存期間を 7 年間と規定しているが、これは、課税庁の課
税権限を行使しうる最長期限である 7 年間（国税通則法 70 条 5 項参照）と同じであり、
帳簿等の保存が、消費税の確定申告後の税務調査を念頭に置き、これに対応して提示
されることを予定していると解される。 
④  所得税法において、青色申告者は、帳簿書類を備付け、記録又は保存しなければな
らず（所法 148 条 1 項）、これが行われていない場合には税務署長は青色申告の承認を
取り消すことができる（所法 150 条 1 項 1 号）。同法にいう「保存」の意義については、
税務職員の適法な提示要求に対して、正当な理由なく帳簿書類の提示を拒否した場合
には、所得税法 150 条 1 項 1 号にいう「帳簿書類の備付け、記録又は保存がない場合」
に該当するとの裁判例が確立しており、右解釈は消費税法 30 条 7 項の解釈についても
妥当する。 
⑤  帳簿等の提示を不当に拒否されたときに、申告どおり仕入税額を控除しなければな
らないとすると、質問検査権の存在意義を失わせ不合理である。 
また、帳簿等の後出しにより保存が立証できるとすると、税務職員は、将来処分が
取り消されることを承知して処分をせざるを得ず、行政処分の安定性を欠くうえ、申
告納税制度の下において質問検査権を適切に行使して申告内容の正確性を確保すべき
職責を負う課税庁に対し、その職責を放棄することを求めることになる。 
不服申立手続や訴訟手続は、慎重な審理が行われ、納税者には証拠資料の提出の機
会が与えられ、さらに訴訟手続では自由心証为義が採用されているから、控除すべき
仕入税額の立証方法を帳簿等に限定する合理的理由はない。そのため、不服申立手続
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や訴訟手続を予定して帳簿等の保存を仕入税額控除の要件としているとは考えられな
い。 
⑥  租税法は侵害規範であり、法的安定性が重視されるので、租税法律は原則としてそ
の文言に即して解釈されなければならないが、文言だけからは幾つかの解釈の可能性
が考えられるような場合等においては、当該法条の趣旨・目的を参酌して解釈しなけ
ればならない。消費税法 30 条 7 項の制度趣旨を考慮すれば、同項の解釈については、
形式的に解釈すべきではない。 
 
3.原告の为張 
①  仕入税額控除は、累積排除の現れであって、消費税における実質的な課税標準は、
課税売上額から課税仕入額を控除した金額と考えられる。消費税の法構造に照らせば、
仕入税額控除は必要不可欠の要素であるから、消費税法 30 条 7 項はできるだけ限定的
に解されるべきであり、同項が適用されるのは、所定の帳簿等を全く保存しないで、
かつ、他に課税仕入額を合理的に推認する手段が全く存在しないような場合に限られ
ると解すべきである。 
②  「保存」と「提示」は明らかに異なる概念である。消費税法 30 条 7 項は、消費税た
る租税債権債務を確定するための課税要件なのであるから、憲法 30 条及び 84 条の租
税法律为義の要請は一層明確であり、厳格な解釈が求められるべきである。  
また、課税要件は、租税法律为義の原則からも客観的に確認しうるものでなければ
ならないところ、「提示」の有無については、極めて为観的な判断が介入し、客観的に
確定することができない。まして、「提示」の有無の判断を税務職員に委ねることにな
れば、税務職員の为観によって、課税要件が左右される危険性が出てくる。 
③  帳簿等が提示されない場合に仕入税額控除が否認されるとすると、二重課税が生じ、
非累積税たる現行消費税からは説明のつかない不当利得であり、立法上の消費税制の
破綻である。 
また、「保存」に「提示」を含むとすれば、消費税法 30 条 7 項は税の執行に関する
規定ということになるが、そうであれば立法者は、当該規定を消費税法 62 条の質問検
査権の条文のなかに規定したはずである。しかし、実際には右規定は、租税債権債務
を定めた実体規定たる消費税法 30 条のなかに位置しているのであるから、同項が税務
職員に対する提示を定めた執行規定でないことは明らかである。納税者に対する強制
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機能は消費税法 68 条（10 万円以下の罰金）による罰則のみで十分である。 
④  消費税法 30 条 7 項は「帳簿等を保存しない場合」と規定するのみであって、税務調
査時に保存が確認できない場合に、不服申立手続や訴訟手続において保存を証明する
ことを禁ずる字句は存在しない。仮に、税務調査時において帳簿等の保存が確認でき
なくても、その後の手続で保存が確認できれば、仕入税額控除を認めて何らの不都合
もないはずである。 
⑤  青色申告制度は、帳簿による申告納税を奨励する目的から税務署長が与える特典で
あって、単に税務行政サイドの問題である。これに対し、消費税法 30 条 7 項の「保存」
の意義は、仕入税額控除という消費税の本質にかかわる課税要件の問題であるから、
青色申告承認の取消と消費税の仕入税額控除は全く次元の異なる問題である。また、
仕入税額控除の否認は制裁措置ではないのであるから、同様には考えられない。  
 
4.裁判所の判断 
①  消費税法 30 条 7 項は、帳簿等の保存を仕入税額控除の要件とし、仕入税額の証明手
続きを法定の帳簿等に限定していると解すべきであって、納税者が法定の帳簿等を保
存していない場合には、他の証拠使用によって課税仕入額を合理的に推認することが
できる場合であっても、仕入税額を控除することは認められない。 
②  消費税法 30 条 7 項は、効率的な税務調査を実現することにより、申告納税制度を採
用する消費税法のもとで適正な税収を確保するために、税務署長が申告内容の正確性
を確認するための資料として帳簿等の保存が要求されているものであるから、同項は
その帳簿が税務調査に供されることを予定し、税務職員が税務調査として帳簿等の提
示を求めたときは、納税者はこれに応じることを当然の前提としているというべきで
あり、このことは、帳簿等を 7 年間にわたり納税地に保存することを義務づけている
規定からも窺がうことができる。 
③  「帳簿等の保存」とは、単なる物理的な帳簿等の保存と解すべきではなく、税務職
員による適法な提示要求に対して帳簿等の保存の有無及びその内容を確認しうる状態
におくことを含むと解するのが相当であり、その提示は保存があればきわめて容易で
あり、あえて課税処分がなされた後に帳簿等の提出権を認めなければならない合理的
理由はない。したがって、納税者が税務職員の適法な提示要求に対して、正当な理由
なくして帳簿等の提示を拒否したときは、後に不服申立手続又は訴訟手続において帳
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簿等を提示しても、これによって仕入税額の控除を認めることはできないというべき
である。 
 
5.津地裁取りまとめ 
本件は、税務調査時に帳簿等を提示しなかったことが、消費税法 30 条 7 項が規定する
帳簿等の「保存」がない場合に当たるか否かが争点となった事案である。 
津地裁は、帳簿等の保存を義務付けた消費税法 30 条 7 項の規定は、申告内容の正確性
を確認するための規定であることを理由に、当然税務調査時の提示も保存に含まれること
を予定している、と解して「保存」には「提示」も含まれる、と判示した。 
津地裁は、この規定が、申告内容の正確性を確認するための規定であると解する根拠と
して、法が仕入税額控除の要件として、課税仕入れの存在と、法定帳簿等の保存を要求し
ていること、これらの要件を確認するには法定帳簿等を税務調査することが必要なことを
あげている。また、帳簿等の提示を強制する罰則規定では、納税者に帳簿等の提示を強制
するには不十分であること、帳簿等の提示を不要と解することは、申告納税制度と相容れ
ないこともその理由として付け加えている78。 
本件では、原告側が、仕入税額を推計で行うべきであるという为張しかしなかったこと
も影響してか、裁判所は帳簿不提示と保存の関係を真摯に検討してはおらず、その根底に
は「消費税の場合には、他の税目に比べ、大量反復性を有しているため、簡単に調査しう
る確実な証拠によって、迅速に調査を行うことができなければ、税務署長等は、広い範囲
の申告内容を確認することができず、適正な税収を確保できない」とする税務調査に対す
る認識があった。 
 このことを前提に、調査時に帳簿を提示しない調査非協力者には仕入税額控除など認め
るべきではない、という政策的判断を優先させ、このような判断を行ったものと思われる79。 
 
第 2 項 「適法な税務調査における不提示＝不保存」説 
帳簿不提示＝不保存とはいえないが、適法な税務調査において社会通念上相当な努力を
職員が行ったにもかかわらず、納税者が帳簿を提示しないときは不保存と同じになり、そ
うでない場合は調査段階で不提示であっても、保存していた事実が確認できれば仕入税額
                                                   
78 高「前掲論文（注 77）」88-89 頁。 
79 三木「前掲論文（注 75）」19 頁。 
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控除は可能であるとする説である。東京地裁平成 10 年 9 月 3 日判決をはじめ多くの裁判
例が採用するものである。 
 
〈東京地裁判決（平成 10 年 9 月 30 日80）〉 
1.事実の概要 
建築工事業を営む原告 X は、平成 2 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの課税期間にかか
る消費税について、消費税法 2 条 1 項 3 号の個人事業者にあたる。X は、本件課税期間に
かかる消費税について申告しなかった。これに対して、被告 Y 税務署長は、平成 4 年 1 月
31 日付で、納付すべき税額を 178 万円余とする決定、及び、無申告加算税賦課決定をし
た。本件処分の計算は、一方で、推計によって算出された平成 2 年分の所得税の総収入金
額をもって、本件課税期間における課税売上額と認定し、他方で、消費税法 30 条 7 項を
適用して控除対象仕入税額を 0 円としたものであった。本件処分を不服とする X はその取
消しを求め、異議申立および審査請求を経て出訴した。 
 
2.被告の为張 
①  消費税法には、仕入税額控除について推計を許した規定がなく、一方、納税者から
法定帳簿又は法定請求書等の提示がない場合には、課税仕入れ等に係る消費税額に関
する正確性を確認できないことからすれば、消費税法 30 条 7 項に規定する「保存」は、
税務職員の適法な質問検査権の行使に基づく提示要求があったとき、法定帳簿、法定
請求書等を提示することを予定した保存、すなわち、物理的保持ないし保管に加えて
提示を含むものをいうと解される。したがって、納税者が税務調査に際し、税務職員
に対して、法定帳簿及び法定請求書等を提示することを拒否した場合には、消費税法
30 条 7 項にいう法定帳簿又は法定請求書等を保存しない場合に該当し、仕入税額控除
の要件を欠くことになるというべきである。  
②  数年もたってから法定帳簿、法定請求書等の実質的な要件に該当するか否かの調査、
判断を正確に行うことは困難であることからすれば、仕入税額控除の要件として法定
                                                   
80 東京地裁平成 10 年 9 月 30 日判決（平成 6 年（行ウ）第 229 号）『TKC 法律情報データベ
ース』文献番号 28033031。評釈として、増井良啓「消費税法 30 条 7 項にいう『保存』の意義」
（ジュリスト 1161 号・1999 年）204 頁、辰巳浩一「帳簿不提示と仕入税額控除」（税研 106
号・2002 年）172 頁、本田望「仕入税額控除の要否」（税経通信・第 57 巻 2 号）101 頁、高
橋「前掲論文（注 45）」261-262 頁。 
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帳簿又は法定請求書等の「保存」が必要とされているのは、税務調査ひいては課税処
分時における仕入税額の立証のためと考えられること、消費税法施行令 50 条において
一定の日から 7 年間法定帳簿又は法定請求書等の保存が義務付けられていることから
して、課税処分の段階で法定帳簿又は法定請求書等が提示される必要があり、不服審
査又は訴訟において法定帳簿又は法定請求書等が提示されても仕入税額控除は認めら
れないというべきである。また、このように解さないと、不服審査又は訴訟における
証拠資料は法定帳簿、法定請求書等に限定されないから、裁判所等に法定帳簿又は法
定請求書等が提出されない場合でも、これらが所定の時期、場所に存在することが立
証された場合には仕入税額控除が認められ、また、税務署長が適法な手続を経て行っ
た処分が容易に覆されることになり、課税関係の安定を著しく損なうことになりかね
ず、消費税法 30 条 7 項が法定帳簿又は法定請求書等の保存を規定した意味が没却され
る。 
 
3.原告の为張 
税制改革法 10 条 2 項が「消費税は、事業者による商品の販売、役務の提供等の各段階
において課税し、経済に対する中立性を確保するため、課税の累積を排除する方式による」
と規定していることからすれば、消費税の二重課税は極力排除されなければならず、仕入
税額控除は納税者の権利というべきであって、消費税法 30 条 7 項に規定する「課税仕入
れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない場合」の要件は厳格に解釈すべき
である。したがって、納税者が税務職員による帳簿又は請求書等の提示要請に応じなかっ
た場合でも、客観的に帳簿又は請求書等の保存があり、仕入税額が判明する場合であれば、
同条の要件を満たさないというべきである。そして、課税処分に対して取消訴訟が提起さ
れている場合には、これに対する判決の確定によって、 最終的に課税処分が確定する時ま
でに帳簿又は請求書等の保存が確認できれば足りるというべきである。 
 被告は、消費税法 30 条 7 項にいう「保存」とは、法定帳簿又は法定請求書等の「提示」
を含むと为張するが、両者は別の概念であり、租税法規の読み替えともいうべき拡張解釈
であり、租税法律为義に違反する。 
 
4.裁判所の判断 
①  消費税法 30 条 7 項は、法定の帳簿等の保存年限を課税権を行使しうる 7 年間とし、
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保存場所を納税地等としていることからすれば、課税仕入れに係る消費税額の調査、
確認を行うための資料として法定帳簿等の保存を義務付け、その保存がない各課税仕
入れに係る消費税額については仕入税額控除をしないこととしたものと解される。  
②  その意味では、同項の「保存」とは、法定帳簿等が単に存在しているということだ
けではなく、保存期間を通じて定められた場所において、税務職員の質問検査権に基
づく適法な調査によりその内容を確認することができる状態の保存を継続しているこ
とを意味するというべきである。そして、この意味での保存の有無は課税処分の段階
に限らず、不服審査又は訴訟の段階においても、为張、立証することが許されるもの
というべきである。 
③  原告は、最終的に課税処分が確定するまでは、不服審査又は取消訴訟の段階では法
定帳簿等の存在が確認できた場合には仕入税額控除を認めるべきであると为張するが、
仕入税額の確認のための調査、確認の第一次的責任が課税庁にあることを看過するも
のであり採用できない。一方、被告は、同項の「保存」とは課税処分の段階に保存、
提示することをいうと为張するが、「保存」の通常の解釈として「提示」まで含むとす
るのは困難であり、また、法は納税者に積極的な法定帳簿等の提示義務が発生すると
解することはできず、訴訟等において帳簿等の保存に関する为張が許されないという
为張は採用できない。 
④  同項の保存とは、適法な提示要請に応じて提示することができる状態での保存をい
うものと解すべきであるから、消費税課税処分の取消訴訟において、法定帳簿等が提
出されている場合には、帳簿等を「保存しない場合」には該当しないものと推認する
ことができるが、税務職員の適法な提示要求に対して、納税者が正当な理由なくその
提示を拒否し、そのために税務職員がその内容を確認できないという事情が認められ
るときは、逆に、その当時において法定の要件を満たした状態での法定帳簿等を保存
しなかったことを推認することができるから、同項の「保存しない場合」に該当する
ものとして仕入税額控除は認められないことになる。 
 
5.東京地裁取りまとめ 
本件は、以下のような枠組みに従った判断がなされることになる。訴訟において法定帳
簿等が提出されている場合には、これらを「保存しない場合」には該当しないと推認でき
るとされる一方で、税務職員の適法な提示要請を正当な理由なく拒否したという事情が認
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められる場合には、「その当時において」法定の要件を満たした保存がなかったと推認され
る。 
これは、「保存しない場合」を要件事実と考え、訴訟における両当事者の为張・立証の局
面として本件の事案をとらえているものと評価できよう81。したがって、「保存しない場合」
にあたるかは、当事者の立証活動を経た事実認定の問題に帰着することになる82。その下
では、提示拒否という事情は次のように機能する。適法な提示要請を拒否したことを課税
庁が为張・立証すれば、適法な保存がなされていなかったことが推認される。そうすると、
納税者は「保存しない場合」にあたらないことを反証することになるが、そのために、提
示拒否の合理的な理由を立証することが必要となる。提示の拒否があったと認められるか
否かは、税務当局の努力や納税者の言動等の事情を総合考慮して判断される83。 
本件は、「不提示=不保存」説より柔軟な解釈に思えるが、税務調査について広く課税庁
職員の裁量を認めている現状では、帳簿不提示が事実上「不保存」と同視されてしまう結
果となる84。 
 
第 3 項 「不提示≠不保存」説 
「提示」と「保存」とは明確に異なる用語であり、調査段階で帳簿が提示されない場合
には「不保存」を推認させるが、それはあくまでも推認にすぎないのであって、消費税制
度の生命線ともいうべき仕入税額控除は認められるべきであるとする説である。この説は、
消費税法における仕入税額控除は、納税者に認められた当然の「権利」であり、帳簿の不
提示のような手続規定違反については刑罰を課すべきであって、当該違反によって実体法
上の「権利」を制約することは、法の予定するところではないとするものである。大阪地
裁平成 10 年 8 月 10 日判決が代表例である。 
 
〈大阪地裁判決（平成 10 年 8 月 10 日85）〉 
                                                   
81 増井「前掲論文（注 66）」205 頁。加島康宏「仕入税額控除における帳簿等の『保存』の
意義（3）」（税理・第 43 巻第 12 号）196 頁。 
82 増井「前掲論文（注 66）」206 頁。 
83 辰巳「前掲論文（注 80）」174 頁。 
84 三木「前掲論文（注 75）」19-20 頁。 
85 大阪地裁平成 10 年 8 月 10 日判決（平成 7 年（行ウ）第 25 号）『TKC 法律情報データベ
ース』文献番号 28033029。評釈として、高橋「前掲論文（注 45）」256-258 頁、品川「前掲
論文（注 71）」13 頁。 
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1.事実の概要 
電気配線工事業を営む白色申告者である原告 X は、平成 3 年 1 月 1 日から同年 12 月 31
日までの課税期間に係る消費税について、法定申告期限経過後である平成 4 年 10 月 5 日、
課税標準額を 4,871 万円余、課税仕入額を 4,311 万円余、納付すべき税額を 25 万円余と
する期限後申告をし、同月 15 日、当該消費税額を納付した。これに対し、Y 税務署長は、
X が税務調査において消費税に関する帳簿書類等の提示を求められたにもかかわらず、税
理士資格のない第三者の立会いを为張して結局帳簿書類等の提示を行わなかったのである
から、消費税法（平成 3 年法律第 73 号による改正前のもの。）30 条 7 項の「課税仕入れ
等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない場合」に該当するとして、平成 4 年
11 月 4 日、X の本件課税期間に係る消費税について、課税標準額を 4,730 万円余、納付す
べき税額を 81 万円余とする更正処分及び過尐申告加算税の賦課決定処分をした。X は、
本件更正等を不服として、前審手続を経て、本訴を提起した。 
 
2.被告の为張 
①  X が税務調査において帳簿等を提示するに至らなかったのは、消費税法（平成 3 年
改正前のもの。）30 条 7 項の「課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を
保存しない場合」に該当するから、本件課税期間において課税仕入れに係る消費税額
の控除の適用はない。 
②  X の本件課税期間における課税売上高は 6,000 万円未満であるから、消費税法 40 条
1 項に基づいて、55 万円余の限界控除税額の控除がある。 
③  消費税法 30 条 7 項の「保存」は、税務職員の適法な税務調査に応じて直ちに提示で
きる状態での保存をいうもので、税務調査の際にその提示を求めたにも拘らず、事業
者がこれを拒絶した場合は、同項の帳簿又は請求書等を「保存しない場合」に該当す
る。そして、X が税務調査において帳簿等の提示を拒否している事実があるから、仮
に本件の請求書等が同条 9 項所定の「請求書等に」該当し、かつ、X がこれをそれぞ
れの受領の日から所持して補完しているとしても、同条 7 項所定の「請求書等を保存
しない場合」に該当する。また、X が本訴で提出した請求書等は、記載が不十分で法
所定のものとはいえない。 
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3.原告の为張 
X は、本件課税期間中に所定の課税仕入れを行っており、当該課税仕入れに係る請求書
等を受領の日から所持して保管しており、審査手続において書証として提出し、本訴にお
いても甲号証として提出している。 
 消費税法 30 条 7 項、9 項 1 号所定の請求書等とは、課税仕入れのあったことがこれを
基にして他の資料や商習慣から認識できるものであれば、必ずしも右書面自体で同号所定
の要件のすべてが記載されていなくてもよいと解すべきであり、また、事業者は、請求書
等を補完する資料までは保存している必要はないというべきである。 
 消費税法 30 条 7 項の帳簿や請求書等の保存とは、その文言どおり、事業者がこれらを
所持・保管することを意味し、税務調査の際に提示するかどうかは保存の有無に直接影響
しない。X は、Y 税務署長の部下職員による税務調査の際、帳簿等を右職員に見えるよう
に用意していたにもかかわらず、右職員は、消費税の調査をしていることも明らかにしな
いまま、M 商工会の事務職員の同席を口実に、公務員の守秘義務や税理士法違反のおそれ
があるとして、これらの帳簿等を見ようとしなかった。X は、平成 4 年 9 月 30 日の調査
に際しては、右職員の要求に応じて、M 商工会の事務職員を退席させ、これらの帳簿等を
見せたにもかかわらず、同様であった。右職員は、その後、もう一人の担当職員を同席し、
M 商工会の事務職員がいることを確認し、そのために調査ができないとして、それ以上の
調査を進めなかった。右職員は、いつでも帳簿を確認することができる状態にありながら、
M 商工会の事務職員の立会いを口実に見ようとしなかったのであり、右職員は税務職員と
して帳簿等の確認義務を尽くしていない。 
 
4.裁判所の判断 
①  消費税法は、消費税について申告納税制度を採用しているが、申告の際に帳簿等の
添付や提示を事業者に求めた規定は存在しないから、課税処分取消訴訟において、課
税期間内に具体的に課税仕入れがあった事実に加えて、課税仕入れに係る消費税法 30
条 8 項及び 9 項所定の記載事項の要件を充たした帳簿等を右訴訟の違法判断の基準時
である更正処分時まで保存していた事実を为張・立証したときは仕入税額控除をすべ
きことになる。そして、その保存とは、尐なくとも原則的にはその文言どおり、事業
者が帳簿等を所持・保管していたことを意味し、その期間については消費税法施行令
50 条 1 項等に定められた保存期間の始期から全期間にわたって所持・保管していたこ
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とを継続することを意味すると解すべきである。したがって、帳簿又は請求書等に該
当する書面をそれぞれの保存の始期後に事業者が取得したとしても、保存の要件を欠
くことになるといわざるを得ない。 
②  被告の为張のように、これらの書面の提示義務の違反を仕入税額控除の消極要件に
結び付けることも、確かに、税務調査の際の納税者の協力が不可欠であると考えられ
ることから合理性があるというべきである。しかしながら、「保存」という文言の通常
の意味からしても、法全体の解釈からしても、税務調査の際に事業者が帳簿又は請求
書等の提示を拒否したことを、消費税法 30 条 7 項の保存がない場合に該当する、ある
いはそれと同視した結果に結び付ける被告の为張は、もはや法解釈の域を超えるもの
といわざるを得ない。そして、その保存の有無の確認の为体は、課税庁のみではなく
裁決庁もありうるし、裁判所も当然に予定されているといわれなければならない。  
③  課税要件は明確でなければならないところ、消費税法 30 条 7 項は「保存しない場合」
と規定しているのみで、通常の保存の文言どおりの意味を超えて課税庁側への提示が
租税実体法上の効果に結び付くことを窺がわせる規定は一切存在せず、また、税務調
査の態様もさまざまであり、単に、税務調査の際に提示が拒否されたといっても、実
体法上の課税要件としての具体的な要件としては甚だ明確性を欠くものといわざるを
得ない。 
④  異議、審査請求、課税処分取消訴訟において、各帳簿又は請求書が提出された場合
には、課税庁、裁決庁、裁判所は、提示を拒否したとの一事をもって仕入税額控除を
否定するのではなく、提出された書面を慎重に検討し、消費税法 30 条 8 項、9 項所定
の事項が記載されているか、それが保存期間の始期から継続的に所持、保管されてい
たのかどうか、そもそも課税仕入れの事実があったかどうかについて審理し、そのい
ずれもが肯定される場合には仕入税額控除を認め、これを認めなかった更正処分を取
消す判断をすることになる。 
 
5.大阪地裁取りまとめ 
多くの判決が、税務調査における帳簿等の提示拒否を、青色申告の承認取消の解釈と同
様に解しているが、本件は、青色申告の承認取消の関係条項と消費税法 30 条 7 項の解釈
とを峻別したことに意義がある。これにより、事業者が何らかの事由により帳簿等を提示
しなかった場合にも、当該帳簿等を法定どおりに保存していたことを立証できれば、仕入
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税額控除の適用が受けられることになる86。 
本件の判断は、仕入税額控除の要件を文言に照らして丹念に検討した解釈方法であった
と思われる87。 
 
第 4 節 最高裁判決 
 このように、下級審判決で見解が相違していた問題につき、最高裁は 2 つの判決を示し
た。 
 
第 1 項 判例 1（最高裁平成 16 年 12 月 16 日88）  
1.事実の概要 
大工工事業を営む個人事業者である原告 X は、平成 2 年 1 月 1 日から同年 12 月 31 日
までの課税期間の消費税について確定申告をしなかった。また、X は、昭和 63 年分、平
成元年分及び同 2 年分の所得税についてそれぞれ確定申告をしたが、その申告書に事業所
得に係る総収入金額及び必要経費を記載せず、その内訳を記載した書類を添付しなかった。 
被告 Y 税務署長は、X が本件課税期間について納めるべき消費税の税額を算出するなど
のため、X の事業に関する帳簿書類を調査することとした。 
Y の職員は、数回にわたり X の自宅を訪れ、帳簿書類を全部提示して調査に協力するよ
う求めたが、上記の求めに特に違法な点はなく、これに応じ難いとする理由も格別なかっ
たにもかかわらず、平成 2 年分の接待交際費に関する領収書を提示しただけで、その余の
帳簿書類を提示せず、それ以上調査に協力しなかった。Y 職員は、提示された領収書をそ
の場で書き写したが、その余の帳簿書類については、X が提示を拒絶したため、内容を確
認することができなかった。 
そこで Y は、本件課税期間に係る消費税につき消費税額を算出した上で、提示された上
記の領収書によって確認された接待交際費に係る消費税額だけを消費税法(平成 6 年法律
第 109 号による改正前のもの。）30 条 1 項により控除される課税仕入れに係る消費税額と
認め、その余の課税仕入れについては、同条 7 項が規定する「事業者が当該課税期間の課
                                                   
86 品川「前掲論文（注 71）」22 頁。 
87 三木「前掲論文（注 75）」20 頁。 
88 最高裁第一小法廷平成 16 年 12 月 16 日判決（平成 13 年（行ヒ）第 116 号）『TKC 法律情
報データベース』文献番号 28100112。評釈として、高世三郎（ジュリスト 1299 号・2005 年）
158 頁、高世三郎（法曹時報・第 58 巻 12 号）151 頁、等。 
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税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない場合」に該当するとして、
同条１項が定める課税仕入れに係る消費税額の控除を行わないで消費税額を算出し、平成
4年 3月 4日付けをもって消費税増額更正処分及び無申告加算税の賦課決定処分を行った。 
X は、上記各処分について Y に異議の申立てをした上で国税不服審判所長に対して審査
請求を行ったが棄却されたため、本件各処分等の取消しを求め出訴した。 
 
2.被告の为張 
①  原告は、帳簿等についての再三にわたる提示要請に対して、平成 2 年分の接待交際
費の領収書の一部を提示したのみで、その他の書類については全く提示することはな
く、所得金額の計算根拠を明らかにしようとはしなかった。このような状況下では、
所得税について所得金額を帳簿等に基づく実額計算の方法により算定することは到底
不可能であり、推計により算定する必要性があったことから、やむを得ず、原告の取
引先等に対する調査によって把握した収入金額を基礎として、推計の方法により算定
したところ、所得金額が過尐と認められたため、所得税法 156 条の規定に基づき更正
処分を行ったものであり、本件について推計の必要性が存在したことは明らかである。 
②  原告が実額反証により、本件所得税更正処分の適法性を覆すためには、（1）その为
張する収入及び経費の各金額が存在し、更に経費については事業との関連性が認めら
れること、（2）右収入金額が全ての取引先から発生した全ての収入金額であること、（3）
右経費が右収入と対応するものであり、しかも、直接費用については個別的な対応の
事実、間接費用については期間対応の事実があることの三点につき、原告において、
その为張する実額と真実の所得金額とが合致することに合理的疑いを容れない程度に
証明しなければならず、右証明のない限り、原告为張の実額計算によることはできず、
被告計算の推計計算の方法による所得金額を認定せざるを得ない。 
③  実額反証は、やむを得ずなされた推計課税に対し、当該納税義務者が、推計により
算定された所得金額が帳簿書類等の直接資料に基づく実額の所得金額に比して過大で
あるとして、その推計に基づく被告課税庁の処分の違法性を为張することであって、
原告本人の所得率の平均値によりその事業所得を推計するなどという为張は、被告の
推計方法に対する再抗弁としては、为張自体失当である。 
④  消費税法 30 条 7 項が、当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除にかかる帳簿又は
請求書等の保存を仕入税額控除の要件とした趣旨は、税務職員が、税務調査に際して、
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納税者から仕入税額控除にかかる帳簿又は請求書等の提示を受け、課税仕入れ等にか
かる消費税額に関する申告の正確性を確認できるようにするところにある。したがっ
て、仕入税額控除をするためには、納税者が、税務調査に際し、税務職員に対して右
帳簿又は請求書等を提示することが必要であり、提示を拒否した場合には、同条 7 項
にいう「課税仕入れ等の税額の控除にかかる帳簿又は請求書等を保存しない場合」に
該当し、仕入税額控除の要件を欠くことになる。 
 
3.原告の为張 
①  原告は、被告の調査に協力していたにもかかわらず、被告の係官が調査努力を怠っ
て推計課税をしたものであるから、本件所得税更正処分等は、納税者の実際の所得が
把握可能であるにもかかわらず、推計の方法によってなされた課税処分であって、推
計の必要性を欠く課税処分として違法であり、取消を免れない。 
②  推計課税に合理性が認められるには、（1）推計の基礎となる事実が正確に把握され
ていること、（2）推計方法自体が、真実の所得に近い数値が算出されるような客観性
を待った方法であること、（3）種々の推計方法のうち、最適な方法が選択されること
（推計方法の最適性）の要件が必要であるところ、被告の推計課税はこれらの要件を
満たしていない。 
③  原告は、平成 4 年 6 月ころ、昭和 63 年分の領収書類を紛失してしまったので実額为
張ができず、推計課税によらざるを得ないが、平成元年分及び平成 2 年分の原告の所
得率の平均値（本人率）を昭和 63 年分の売上金額に乗じることによりその事業所得を
推計することが合理的である。 
④  仕入税額控除は、付加価値税としての現行消費税の基本的な構造であり、消費税法
30 条 7 項の解釈は租税法律为義の原則からして厳格でなければならず、その「保存」
とは、文字通り、帳簿又は請求書等が、「元の状態を失わないでいること」である。こ
れは客観的に判断できる事実である。そして、「保存」の有無が争われた場合、納税者
としては、口頭弁論終結時までにその客観的事実の存在を立証すれば足りる。 
 
4.裁判所の判断 
①  消費税について採用されているこのような申告納税方式の下では、納税義務者のす
る申告が事実に基づいて適正に行われることが肝要であり、必要に応じて税務署長等
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がこの点を確認することができなければならない。そこで、事業者は帳簿を備え付け
てこれにその行った資産の譲渡等に関する事項を記録した上、当該帳簿を保存するこ
とを義務付けられており（消法 58 条）、国税庁、国税局又は税務署の職員(以下「税務
職員」という。)は、必要があるときは事業者の帳簿書類を検査して申告が適正に行わ
れたかどうかを調査することができるものとされ（消法 62 条）、税務職員の検査を拒
み、妨げ、又は忌避した者に対しては罰則が定められていて（消法 68 条 1 号）、税務
署長が適正に更正処分等を行うことができるようにされている。 
②  消費税法 30 条 7 項は、消費税法 58 条の場合と同様に、当該課税期間の課税仕入れ
等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等が税務職員による検査の対象となり得ること
を前提にしているものであり、事業者が、国内において行った課税仕入れに関し、消
費税法 30 条 8 項 1 号所定の事項が記載されている帳簿を保存している場合又は同条 9
項 1 号所定の書類で同号所定の事項が記載されている請求書等を保存している場合に
おいて、税務職員がそのいずれかを検査することにより課税仕入れの事実を調査する
ことが可能であるときに限り、同条 1 項を適用することができることを明らかにする
ものであると解される。 
 消費税法 30 条 7 項の規定の反面として、事業者が上記帳簿又は請求書等を保存して
いない場合には同条 1 項が適用されないことになるが、このような法的不利益が特に
定められたのは、資産の譲渡等が連鎖的に行われる中で、広く、かつ薄く資産の譲渡
等に課税するという消費税により適正な税収を確保するには、上記帳簿又は請求書等
という確実な資料を保存させることが必要不可欠であると判断されたためであると考
えられる。 
③  以上によれば、事業者が、消費税法施行令 50 条 1 項の定めるとおり、消費税法 30
条 7項に規定する帳簿又は請求書等を整理し、これらを所定の期間及び場所において、
消費税法 62条に基づく税務職員による検査に当たって適時にこれを提示することが可
能なように態勢を整えて保存していなかった場合は、消費税法 30 条 7 項にいう「事業
者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない
場合」に当たり、事業者が災害その他やむを得ない事情により当該保存をすることが
できなかったことを証明しない限り（同項ただし書）、同条 1 項の規定は、当該保存が
ない課税仕入れに係る課税仕入れ等の税額については、適用されないものというべき
である。 
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5.判例 1 取りまとめ 
この事案は、第 1 審段階では所得税の推計課税が为たる争点として争われていた。前橋
地裁判決の事実認定によれば、上告人は調査に際して領収書等の資料を机の上に出して協
力の姿勢を示したと为張しているが、預金通帳の明細書の作成日が調査後であること、調
査官が自由に調べられたなら金額が僅尐で枚数も多い接待交際費のみを書き写したことは
不自然であること等から調査非協力であったとされている。その結果、「正当な理由なくし
て帳簿又は請求書の提示を拒否した時は、後に不服申立手続または訴訟手続において帳簿
又は請求書を提示しても、これによって仕入税額の控除を認めることはできない」と判示
された事案である89。 
東京高裁は、「消費税法が仕入税額控除の要件として帳簿等の保存を要求したのは、税
務職員が質問検査権に基づく税務調査において、帳簿等の記載内容を確認することにより、
課税仕入れ等に係る適正な消費税額を把握するためであると解される。したがって、消費
税法 30 条 7 項所定の保存の意味内容は、納税義務者が、税務職員から帳簿等の提示を求
められた場合に、当該職員において帳簿等の保存の有無及びその記載内容について確認す
ることができるような状態に置くことをも含むものというべきである。控訴人は、仕入税
額控除は、いわゆる非累積型の付加価値税である我が国の消費税の本質をなすものであっ
て、納税者の当然の権利である旨为張する…が、同法 30 条 7 項は、所定の帳簿等の保存
を仕入税額控除の実体的要件としているものであり、この要件に欠ける場合には税負担の
累積が生ずることを当然に予定しているものであるから、前記の解釈が消費税の本質に反
するものとはいえない」と、地裁の判断を支持していた90。 
第一小法廷は、災害その他やむを得ない事情により当該保存をすることができなかった
ことを証明しない限り、帳簿を適時に提示し得るように保存していない場合は「事業者が
当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない場合」に
当たる、とした上で、この事案について「上告人は、被上告人の職員から帳簿書類の提示
を求められ、その求めに特に違法な点はなく、これに応じ難いとする理由も格別なかった
にもかかわらず、上記職員に対し、平成 2 年分の接待交際費に関する領収書を提示しただ
けで、その余の帳簿書類を提示せず、それ以上調査に協力しなかったというのである。こ
                                                   
89 前橋地裁平成 12 年 5 月 31 日判決（平成 7 年（行ウ）第 4 号）『TKC 法律情報データベー
ス』文献番号 28090269。 
90 東京高裁平成 13 年 1 月 30 日判決（平成 12 年（行コ）第 219 号）『TKC 法律情報データ
ベース』文献番号 28101012。 
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れによれば、上告人が、法 62 条に基づく税務職員による上記帳簿又は請求書等の検査に
当たり、適時に提示することが可能なように態勢を整えてこれらを保存していたというこ
とはできず、…本件各処分に違法性はない」と判示した。つまり、本判決は消費税法 30
条 7 項にいう「帳簿等を保存しない場合」について、帳簿等を整理して所定の期間及び場
所において「適時にこれを提示することが可能なように態勢を整えて保存していなかった
場合」、すなわち、「税務調査の際に適時に提示しないこと（不提示）」と解釈しており91、
「適法な税務調査における不提示＝不保存」説の論理を採用した。 
 
第 2 項 判例 2（最高裁平成 16 年 12 月 20 日92） 
1.事実の概要 
被上告人 X 税務署長所属の調査官は、平成 8 年 11 月に産業廃棄物の収集業等を営む上
告人 Y 社の税務代理をしている Z 税理士に税務調査の事前通知をした。 
Z 税理士は Y 社に連絡した上で調査官に平成 9 年 1 月以降にしてほしいと伝えたが、調
査官はこれを無視して当初の日程どおり Y 社に臨場したことから Z 税理士は態度を硬化さ
せ、その後は膠着状態に至り実地調査に着手できない状態が平成 10 年 2 月まで継続した。 
X 税務署長は Y 社に対し、平成 8 年 4 月期及び平成 9 年 4 月期の消費税及び地方消費税
の申告について、帳簿等の提示がなくその保存がないものと認められるとして、仕入税額
控除を否認し 2 期分を合わせ約 1,900 万円の増額更正処分及び過尐申告加算税の賦課決定
処分を平成 10 年 4 月に行った。 
Y 社は、X 税務署長に異議申立てを行ったが棄却され、国税不服審判所長に審査請求を
行っても棄却されたため、税務訴訟を提起した。 
 
2.被告の为張 
①  青色申告の制度は、申告納税制度のもとにおいて、適正かつ公平な課税を実現する
ために不可欠な帳簿等の正確な記帳を推進する目的で設けられたものであって、適式
に帳簿書類を備え付けてこれに取引を忠実に記載し、かつこれを保存する者について、
                                                   
91 福家俊郎「帳簿不提示と仕入税額控除」『租税判例百選第 4 版』（有斐閣・2005 年）168 頁。
岩品信明「帳簿不提示と仕入税額控除」『租税判例百選第 5 版』（有斐閣・2011 年）162 頁。 
92 最高裁第二小法廷平成 16 年 12 月 20 日判決（平成 16 年（行ヒ）第 37 号）『TKC 法律情
報データベース』文献番号 28100110。評釈として、菅納敏恭「消費税仕入税額控除の可否と
調査時の帳簿不提示」（税研 148 号・第 25 巻第 3 号・2009 年）175 頁。 
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各種特典を与えるものである。 
このような趣旨に照らすと、法人税法 126 条 1 項所定の保存の義務とは、青色申告
の基礎としての適格性を有する帳簿書類の保存をすべきことをいうものであって、た
だ単に帳簿書類が存在すればよいというものではなく、法人税法 153 条に規定する税
務職員の質問検査権が行使された場合、税務職員において閲覧検討し、帳簿書類が青
色申告の基礎としての適格性を有するものか否かを判断することができるように、い
つでも提示できる状態で保存しておくことを意味するものと解され、具体的な提示要
求に対して正当な理由なく提示を拒否した場合には、法人税法 127 条 1 項に規定する
青色承認の取消事由に該当するものと解される。 
②  消費税法の各規定からすれば、消費税の仕入税額控除が認められるためには、（1）
課税仕入れ等に係る消費税額が真実存在するとともに、（2）法定の事項を記載した仕
入税額控除に係る帳簿等を納税者が保存していることが必要であることは法文上明ら
かであり、（2）は、課税庁が、税務調査において、課税仕入れの事実の真実性と正確
性を確認する手段として、納税者から仕入税額控除に係る帳簿等の提示を受け得る機
会を担保し、質問調査権を実行あらしめようとする趣旨と解される。 
③  消費税法 30 条 7 項にいう「保存」とは、「納税者が税務職員の質問検査に応じてい
つでもこれを提示し、税務職員の閲覧に供せられる状態で保存しておく」という趣旨
を当然に含むものと解すべきであって、単に帳簿等を物理的に保存しておくだけでは
足りず、税務職員による適法な提示要求に対して、その帳簿等の保存の有無及び記載
内容を確認し得る状態に置くことを意味するものであり、「保存」がないときは消費税
の仕入税額控除を認めることができないものと解するのが相当である。 
そして、事業者が税務職員の適法な提示要求に従わなかった時点において帳簿等を
保存していなかったものと認められることになるから、納税者が正当な理由なくして
帳簿等の提示を拒否したという事実が存する場合には、たとえ、後の不服申立手続又
は訴訟手続において当該納税者が帳簿等を提示したとしても、仕入税額の控除を認め
ることはできないというべきである。 
 
3.原告の为張 
①  法人税法 127 条 1 項は、青色申告承認の取消事由として、「帳簿の備付け、記録、又
は保存」が大蔵省令の定めるところに従って行われていないことを挙げている。これ
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は、客観的に帳簿書類の備付け、記録、又は保存がなされていないことを意味するの
であって、税務調査においてそれらが確認できたかどうかとは無関係である。  
「備付け、記録、又は保存」の概念は、明らかに税務調査における帳簿書類の「提
示」とは異なる概念であり、仮に税務調査において適法な帳簿書類の提示要求に対し
て正当な理由なく帳簿書類の提示拒否が行われていたとしても、その後の青色申告承
認取消処分の取消しを求める不服申立て又は訴訟段階において帳簿書類の備付け、記
録又は保存を为張することを禁止する趣旨であると解することはできず、これらの为
張立証が認められれば、当該青色申告承認取消処分を取り消すべきである。  
②  消費税法においては、「保存」と「提示」とが明確に区別されており、「保存」に「提
示」を含むという解釈は成り立ち得ないというべきであるから、消費税法 30 条 7 項に
いう「保存」とは、納税者が法令の定めるところに従って、帳簿書類、請求書等を客
観的に保持、管理等していることをいうと解すべきである。 
そして、「提示」は「保存」を証明するための一手段にすぎず、「提示」がなされな
い場合であっても「保存」している場合はあり得るのであるから、税務調査において
帳簿等を提示しない事実をもって、帳簿等を「保存しない場合」に該当すると解する
べきではなく、帳簿等を保存していないことを推認させる間接事実にすぎないと解さ
れる。その後の不服申立手続や訴訟手続において、帳簿等の存在を为張し、これを証
拠として提出することにより、帳簿等を「保存しない楊合」に該当しないという为張
立証（反証）をすることは許されるというべきである。 
税務職員の質問検査における帳簿書類、請求書等の適法な提示要請に対する納税者
の正当な理由のない提示拒否は手続的な違法であり、これについては消費税法 68 条 1
項による罰則が定められているのであるから、これを適用すれば十分である。  
 
4.裁判所の判断 
①  青色申告制度は、税務署長が、帳簿書類を正確に記録、保存している納税義務者に
対して青色申告書による申告を承認し各種特典を与え、これにより申告納税制度のも
とにおいて正確な帳簿書類を基礎として納税申告を行うことを奨励するものである。
法人税法 127 条 1 項 1 号は、当該事業年度に係る帳簿書類の備付け、記録又は保存が
同法 126 条 1 項に規定する大蔵省令で定めるところに従って行われていないことを青
色申告承認の取消事由と規定しているが、前記の青色申告制度の趣旨からすると、同
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法 127 条 1 項 1 号にいう「保存」とは、帳簿書類等が単に存在しているということだ
けではなく、法令の規定する期間を通じて、定められた場所において税務職員による
適法な質問検査権に基づく納税者に対する税務調査により、直ちにその内容を確認す
ることができる状態、換言すれば、適法な提示要請があれば直ちにこれを提示できる
状態での保存を意味するというべきである。 
そして、この意味での保存の有無は、課税処分の段階に限らず、不服審査又は訴訟
の段階においても、为張、立証することが許されるものというべきであるが、税務調
査において、税務職員が納税者に対し社会通念上当然に要求される程度の努力を行っ
て、適法に帳簿書類等の提示を求めたにもかかわらず、合理的な理由もなく納税者が
これに応じないなどの事情が認められる場合には、納税者は、そもそも帳簿書類等を
保管していないか、又はそれらを何らかの形で保管していても、尐なくとも以上のよ
うな意味での保存がなかったとの推定が強く働くものと解すべきである。 
②  消費税法 30 条 1 項は、事業者の仕入れに係る消費税額の控除を規定するが、同規定
は、取引の各段階で課税されて税負担が累積することを防止するため、前段階の取引
に係る消費税額を控除することとしたものである。 
そして、大量反復性を有する消費税の申告及び課税処分において、迅速かつ正確に、
課税仕入れの存否を確認し、課税仕入れに係る適正な消費税額を把握するために、同
法 30 条 7 項は、当該課税期間の課税仕入れに係る帳簿書類又は請求書等を保存しない
場合には、同条 1 項による仕入税額控除の規定を適用しないものとしているが、この
帳簿書類、請求書等の保存について、法の委任を受けた消費税法施行令 50 条 1 項が保
存年限を税務当局において課税権限を行使しうる最長期限である 7 年間とし、保存場
所を納税地等に限定し、その整理を要求していることからすれば、消費税法及び同法
施行令は、为として課税仕入れに係る消費税額の調査、確認を行うための資料として
帳簿書類又は請求書等の保存を義務づけ、その保存を欠く課税仕入れに係る消費税額
については仕入税額控除をしないこととしたものと解される。 
かかる趣旨に照らせば、消費税法 30 条 7 項に規定する「保存」とは、帳簿書類等が
単に存在しているということだけではなく、法令の規定する期間を通じて、定められ
た場所において税務職員による適法な質問検査権に基づく納税者に対する税務調査に
より、直ちにその内容を確認することができる状態、換言すれば、適法な提示要請が
あれば直ちにこれを提示できる状態での保存を意味するというべきである。 
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そして、この意味での保存の有無は、課税処分の段階に限らず、不服審査又は訴訟
の段階においても、为張、立証することが許されるものというべきであるが、税務調
査において、税務職員が納税者に対し社会通念上当然に要求される程度の努力を行っ
て、適法に帳簿書類等の提示を求めたにもかかわらず、合理的な理由もなく納税者が
これに応じないなどの事情が認められる場合には、納税者は、そもそも帳簿書類等を
保管していないか、又はそれらを何らかの形で保管していても、尐なくとも以上のよ
うな意味での保存がなかったとの推定が強く働くものと解すべきである。 
 
5.判例 2 取りまとめ 
 この事案では、上告人には顧問税理士もおり、客観的には帳簿を保存していたようであ
る。 
 第一審の事実認定によると、为たる争点は青色申告承認取消処分と消費税の仕入税額控
除否認であったが、税務署側の調査要求に対して、納税者は税理士の立会いを、当該税理
士は税務署長との面談を求めて立ち合いに応じず、その結果、青色承認の取消し等がなさ
れた事案であった。客観的には帳簿の保存も推定できる事案であったためか、静岡地裁の
判断はやや含みのある内容になっており、「保存」とは「適法な提示要求があれば直ちにこ
れを提示できる状態での保存」としつつも、そのことを「不服審査又は訴訟の段階におい
ても、为張、立証することが許される」とした。ただし、税務職員が社会通念上当然に要
求される努力をしたのに応じなかった場合には「保存がなかったとの推定が強く働く」と
した。そのうえで、当該事案の場合には調査拒否に相当な理由がなく、結局「保存がなか
ったとの推定が覆るものではない」という判示であった93。 
 しかし、控訴審である東京高裁は「不服申立て又は訴訟の段階において控訴人が为張す
るような为張立証により帳簿等の保存があったことを認め、仕入税額控除の否認を前提と
した消費税の更正処分を取り消すことになるとすれば、課税処分の安定性を著しく損ねる
ことになり、これを避けるためには税務当局に更正等の処分を差し控えるほかなくなるが、
正当な理由なく帳簿等の提示を拒否した者のために、消費税法がこのような事態を予定し
ているとは到底解されない」とし、課税処分を適法とした94。 
                                                   
93 静岡地裁平成 14 年 12 月 12 日判決（平成 12 年（行ウ）第 2 号）『TKC 法律情報データベ
ース』文献番号 28102525。 
94 東京高裁平成 15 年 10 月 23 日判決（平成 15 年（行コ）第 10 号）『TKC 法律情報データ
ベース』文献番号 28130730。 
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 第二小法廷は、この事案に対して、基本的には、第一小法廷判決と同じ論理を採用し、
「原審の適法に確定した事実関係によれば、上告人は、被上告人の職員が上告人に対する
税務調査において適法に帳簿等の提示を求め、これに応じ難いとする理由も格別なかった
にもかかわらず、上記職員に対して帳簿等の提示を拒み続けたというのである。そうする
と、上告人が、上記調査が行われた時点で帳簿等を保管していたとしても、消費税法 62
条に基づく税務職員による帳簿等の検査に当たって、適時にこれを提示することが可能な
ように態勢を整えて帳簿等を保存していたということはできず、本件は消費税法 30 条 7
項にいう帳簿等を保存しない場合に当たるから、本件各処分に違法性はないというべきで
ある」として、「適法な税務調査における不提示＝不保存」説の論理を採用した。 
しかし、第二小法廷判決には上記の多数意見に対して滝井繁男裁判官の反対意見が付さ
れた。滝井裁判官によれば、多数意見だと、結局、帳簿等の提示を拒み続けたというだけ
の理由で、不保存となり、消費税額の控除を受けることができなくなり、次の理由から不
適切だと指摘した。 
 
6.反対意見 
①  この仕入税額控除は、消費税の制度の骨格をなすものであって、消費税額を算定す
る上での実体上の課税要件にも匹敵する本質的な要素とみるべきものである。法が仕
入税額の控除にこのような限定を設けたのは、あくまで消費税を円滑かつ適正に転嫁
するために、一定の要件を備えた帳簿等という確実な証拠を確保する必要があると判
断したためであって、消費税法 30 条 7 項の規定も、課税資産の譲渡等の対価に着実に
課税が行われると同時に、課税仕入れに係る税額もまた確実に控除されるという制度
の理念に即して解釈されなければならない。 
②  多数意見は、結局、事業者が検査に対して帳簿等を正当な理由なく提示しなかった
ことをもって、これを保存しなかったものと同視するに帰着するといわざるを得ない
のであり、そのような理由により消費税額算定の重要な要素である仕入税額控除の規
定を適用しないという解釈は、申告納税制度の趣旨及び仕組み、並びに消費税法 30 条
7 項の趣旨をどのように強調しても採り得ない。 
③  正当な理由のない帳簿等の提示の拒否は、帳簿等を保存していないことを推認させ
る有力な事情である。しかし、それはあくまで提示の拒否という事実からの推認にと
どまるのであって、保存がないことを理由に仕入税額控除を認めないでなされた課税
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処分に対し、所定の帳簿等を保存していたことを为張・立証することを許さないとす
る法文上の根拠はない。課税仕入れに係る適正な消費税額を把握する必要性など制度
の趣旨を強調しても、消費税法 30 条 7 項における「保存」の規定に、現状維持のまま
保管するという通常その言葉の持っている意味を超えて、税務調査における提示の求
めに応ずることまで含ませなければならない根拠を見出すことはできない。  
④  消費税法における仕入税額控除の規定は、課税要件を定めているといっても過言で
はなく、青色申告承認のような単なる申告手続き上の特典ではない。消費税法にいう
「保存」に、その通常の意味するところを超えて税務調査における提示をも含ませる
ような解釈をしなければならない理由は見出せず、そのように解することは、本来控
除すべきものを控除しない結果を招来することになって、かえって消費税制度の本来
の趣旨に反するものと考える。 
⑤  調査への非協力には罰則等が用意されており、税額の計算に係る実体的な規定をそ
の本来の意味を超えて広げて解することは、租税法律为義の見地から慎重でなければ
ならない。 
 
 仕入税額控除の仕組みは、税負担の累積を防止し、付加価値に対して課税をするという
消費税の基本的な仕組みを維持するうえで、不可欠の要素であって、課税仕入れに係る税
額が存在する以上、これを控除することを原則とすべきであり、単に帳簿の提示を拒んだ
というだけの理由で、仕入税額控除を否定する実体法上の効果は生じない、とするもので
ある。この尐数意見は「不提示≠不保存」説である。 
 
第 5 節 実務上の取り扱い 
実務上の取り扱いとしては、課税庁は、消費税法 30 条 7 項の規定にもとづいて、消費
税法における推計について、以下のような取扱いをしているといわれている。  
①  帳簿の備え付け不正確、帳簿の備え付けが存しない、帳簿の不提示など非協力的
である場合には、課税資産の譲渡等の対価の額の合計額を推計することができる。  
②  帳簿等の保存がないか、不備の場合には、仕入税額控除をすることはできない。
推計によることも認めない。 
③  調査の着手時に帳簿等の保存がないか、不備の場合には、調査終了時までに補完
があっても仕入税額控除をすることはできない。 
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④  帳簿等の保存がある場合に限り仕入税額控除が適用される旨を再三教示しても、
なお提示がない場合には仕入税額控除を認めない。 
このような実務運営は広く実務においては支持されているともいわれているが、その実
態、程度については必ずしも明らかではない95。 
平成 9 年 3 月 31 日以前の改正前の規定では、保存すべきものが「帳簿又は請求書等」
であり、いずれを保存していようとも必要最低限度の記載事項は充足していると考えた上
での規定であったことから、納税義務者にとってはその立法趣旨に沿った比較的柔軟な規
定であったともいえる。しかし、「帳簿及び請求書等」の保存へと改正されたことで、納税
者へ過度な負担がかかることを懸念する意見もある96。 
 仕入税額控除法が実際の制度において採用されている理由の 1 つは、付加価値税の脱税
が仕入れの過大計上又は売上の過尐計上のいずれかの方法によって行われている中で、帳
簿書類をチェックすることによって、それを発見することができ、さらにそれによって法
人及び個人事業の所得の把握水準を高めることにも役立つことにある。質問検査権による
税務調査は租税の公平・確実な賦課徴収のために付与された権限である97。 
 
第 6 節 帳簿等の不提示と「保存」 
2 つの最高裁判決のとおり、帳簿の不提示と保存の解釈については、「適法な税務調査に
おける不提示＝不保存」説によると結論が出た。しかし、最高裁判例 2 では「不提示≠不
保存」説の立場をとる滝井裁判官の尐数意見が付されておりこれを支持する学説も多いた
め、なおもこの問題については議論の余地があると思われる。 
「適法な税務調査における不提示＝不保存」説は、消費税の申告納税制度自体に内在す
る納税者の申告内容に関する説明義務及び協力義務という制度的理念から「保存」の意義
を解釈したものであり、青色申告承認取消処分の要件である「帳簿の保存がない場合」と
同義に解したものである。 
 一方、「不提示≠不保存」説は、消費税を付加価値に課する租税である点を重視し、仕入
税額控除は「特典」ではなく「権利」であると捉えている。消費税法 30 条 7 項は帳簿等
の保存は、手続的要件を定めたにすぎないものと考えられ、これに違反するときは罰則規
                                                   
95 占部『前掲書（注 23）』517 頁。 
96  平川忠雄・山本守之・駒野定吉「（鼎談会）改正消費税の具体的内容と留意点」税経通信・
第 51 巻第 13 号）21 頁参照。山本「前掲論文（注 57）」40-41 頁参照。 
97 石島「前掲論文（注 24）」15 頁。 
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定を課すべきであって、この要件を満たさないことをもって、消費税の生命線ともいうべ
き仕入税額控除を否認することは許されないとするものである98。 
以上のように、いずれの考え方も条文の解釈としては成り立つものである。これは条文
の解釈方法が異なるためである。保存という文言を字義的に解釈すると、「不提示≠不保存」
説の解釈が自然であるといえるが、一方、法が保存を要求していることの意味を含めて解
釈すると、「適法な税務調査における不提示＝不保存」説が理にかなっているといえる。  
法の条文解釈には、「文理解釈」と「条理解釈」があり、「不提示≠不保存」説は文理解
釈によるもの、「適法な税務調査における不提示＝不保存」説は条理解釈によるものである。
文理解釈の場合、「保存」と「提示」とは明確に異なる用語と捉えているが、条理解釈では、
保存には帳簿等を提示して仕入れの事実を証明することまで含むと捉えている。  
 「保存」と「提示」はもともと別の概念である99。従って、「保存しない場合」という規
定を、そのまま「提示しない場合」と丸々読みかえることは、法文の解釈として無理があ
ろう。「保存」に「提示」が含まれると解するのは、通常の言葉の意味を越えてより広く言
葉の意味を解するのであるから、拡張解釈100であるといえる101。この点、東京地裁判決に
おける被告は、端的に「保存」は提示を含むと为張していた。これに対して、東京地裁判
決は、「『保存』という用語の通常の解釈として『提示』まで含むとするのは困難である」
と応答した。この判示は正当である。 
 しかしながら、だからといって、「保存」という用語につき、縮小解釈が不可能であると
いうことにはならない。消費税法 30 条 7 項のおかれた趣旨・目的に照らし、「保存」の意
味を確定することは、十分に可能である。消費税法 30 条 7 項が帳簿等の保存を要求する
趣旨は、正確に課税仕入れの取引事実を把握するためであるといえる。消費税において税
                                                   
98 三木義一・田中治・占部裕典『（租税）判例分析ファイルⅢ 相続税・消費税編』（税務経
理協会・2006 年）317-322 頁参照。 
99 広辞苑によれば、保存の意味は、「そのままの状態を保って失わないこと。現状のままに
維持すること」とされ、その物の状態を保ちながら実際に存することを意味するのに対して、
提示は、「提出して示すこと」とされ、持ち出して示す行為とされることから、通常使われる
常識的な言葉の解釈からは、保存という物の状態を表す言葉の意味に、提示という、持ち出
して示すという行為を表す意味を含めて解釈するのは無理があるように考えられる。新村出
編『広辞苑〔第 4 版〕』（岩波書店・1991 年）1748、2363 頁。 
100 拡張解釈とは、「法規範の内容に妥当性を持たせるため、法文の文字から逐語的に結論さ
れるものより広く解する解釈方法」のことである。杉村敏正ほか編『新法学辞典』（日本評論
社・1991 年）98 頁。なお、税法解釈においては「原則として」拡張解釈は認められないとさ
れている。金子『前掲書（注 2）』110 頁。清永『前掲書（注 36）』36 頁。北野弘久編『現代税
法講義〔五訂版〕』（法律文化社・2009 年）15 頁。 
101 高橋「前掲論文（注 45）」264 頁。 
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負担の公平を達成するには、課税の基礎となる取引事実を正確に把握し、課税仕入れに係
る消費税額を正確に控除する必要性がある。そして帳簿等は、取引当事者がこれを作成な
いし交付するものであり、課税仕入れに該当する取引を確認するに最も信頼性の高い証拠
となるものである102。その意味で、東京地裁判決が、「法令及び令の規定する期間を通じ
て、定められた場所において、税務職員の質問検査権に基づく適法な調査に応じて、その
内容を確認することができるように提示できる状態、態様で保存を継続していることを意
味する」と述べているくだりは、法令の定める要件を「保存」の用語に読み込んで、「保存」
の意義を比較的せまく解釈したものと読むことができる103。 
租税法の解釈は、租税法律为義と租税公平为義という 2 つの基本原則に留意し、法の趣
旨、目的を考慮に入れて、論理解釈あるいは趣旨解釈の立場から行うべきである。この帳
簿の保存と提示を巡る問題についても、条理解釈を用いることで租税法の目的である租税
正義の実現が達成されると考える。そのため、適法な税務調査において帳簿等が不提示で
あれば不保存と同視できると解釈する考え方が最も理にかなっていると考える。  
帳簿等の「保存がない場合には」仕入税額控除は適用しないとする消費税法 30 条 7 項
の文理解釈としては「帳簿等の保存の事実が認められない場合」には仕入税額控除は適用
できないという解釈にならざるを得ないように思われる。この解釈は、同規定を仕入税額
控除の実体的要件規定と解釈するということであるが、それは、帳簿等の保存がない場合
に課税仕入れの事実が確認できない場合であり、他の資料等により確認できる場合には、
仕入税額控除を否定することは妥当ではないということになる。この解釈によると、消費
税法 30 条 7 項で仕入税額控除の要件として帳簿の保存を要求した意味が失われることに
なる。そのため文理解釈では問題があるといえよう。 
帳簿提示の拒否が消費税法 30 条 7 項の「保存がない場合」に該当するかどうかが解釈
上の問題であるが、津地裁が明確に判示するように、申告納税制度は、納税者の協力義務
とその申告内容の説明義務が制度自体に内在するものであり、課税庁の適法な帳簿提出要
求に対して、正当な理由もなく拒否した場合には、帳簿等の保存がない場合に該当し、仕
入税額控除を否定せざるを得ないと考える。 
以上より、帳簿等の保存と提示を巡る解釈は、条理解釈による「適法な税務調査におけ
る不提示＝不保存」説によるべきであり、税務調査が適法で不提示に正当な理由がない場
                                                   
102 高橋「前掲論文（注 45）」270 頁。 
103 増井「前掲論文（注 80）」167 頁。 
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合には、不保存と同視できると解すべきであると考える。 
 
第 7 節 訴訟段階で帳簿書類が提出された場合 
 2 つ目の論点である、調査時点での不提示がその後（訴訟時）における提示によって保
存義務を満たすことになるか否かという法解釈上の問題点について考察していく。  
 大阪地裁判決は、課税処分の税務調査時において正当な理由もなく帳簿を提示しなかっ
た場合であっても、不服申立て又は課税処分取消訴訟において、帳簿が提示された場合に
は、裁決庁又は裁判所が、当該帳簿等の保存及びその記載内容を確認して仕入税額控除を
認める余地があることを明確に示した。この判決は、同項の「保存」の意味内容を文字通
り解釈して、提示を含まないとしたところに特筆がある104。 
 一方、津地裁判決は、消費税の申告納税制度自体に内在する納税者の申告内容に関する
説明義務及び協力義務という制度的理念から「保存」の意義を解釈したものであり、青色
申告承認取消処分の要件である「帳簿の保存がない場合」と同義に解したものである。 
 東京地裁判決は、やや複雑で難解な判示であるが、要するに一般的に帳簿の提出がなか
ったとしても、事後の訴訟等の手続において帳簿等を提出して、その保存を为張、立証す
ることは許されるが、正当な理由もなく帳簿等の提示を拒否した場合には、その後に帳簿
等が提出されたとしても、法所定の事項を記載した「保存」がないものと推認し、仕入税
額控除を認めなかった課税処分は適法であるという趣旨と理解される。 
 東京地裁判決は、納税者は税務調査時における課税庁職員の適法な帳簿等の提出要求に
対しては、それを提出する義務があることを認めつつ、調査担当者がその提出を認めなか
った場合には、その後の訴訟等で帳簿等の提出自体が許されないというものではないとい
う判断を行ったものと思われるが、そうであれば、そのことは当然のことであり、被告課
税庁の为張もかかる場合の帳簿等の提出を否定する趣旨ではないと考えられる。同判決が
「保存」の解釈として提示義務を含むものではないと判示したのは、課税庁担当者の帳簿
等の正当な提示要求に対して提示義務はないという趣旨でないことは、その判決の内容に
照らして明らかであり、その意味では、同判決は津地裁判決と基本的に同旨の判決と評価
することができる105。 
このように大阪地裁判決と、津地裁判決及び東京地裁判決では解釈が異なっているので
                                                   
104 同様の見解に、北野弘久教授等がいる。北野「前掲論文（注 73）」192 頁。 
105 大淵「前掲論文（注 62）」12 頁。 
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あるが、大阪地裁判決の解釈には問題があると考えられる。大阪地裁判決の解釈によると、
課税事業者が帳簿等を課税庁の更正期限内に提示し、処分時に当該帳簿等が存在すること
が客観的に証明できたときには、仕入税額控除を認め、更正しなければならないこととな
る106。しかし、仕入税額控除の適用要件は「帳簿及び請求書等の保存」であるから、調査
段階で帳簿等を提示していない場合には「保存」は証明したことにはならない。不提示は
あくまでも不存在を推定させるにすぎないものであり、課税処分時に問題の帳簿等が客観
的に存在することが証明できたときには、当該仕入税額控除を認め、更正しなければなら
ないと解することもできるが、この点についていえば、消費税法 30 条 7 項の規定の解釈
からして問題がある。仕入税額控除の行使には帳簿等の保存が前提となっている。課税期
間の末日の翌日から 2 カ月を経過した日から 7 年間保存することとなっていること（消法
30 条 10 項、消令 50 条 1 項）、さらに確定申告時に消費税額から、控除されるべき課税仕
入れにかかる消費税額を記載することが求められていることから、原則的には、法定申告
期限終了時まで帳簿等の記載と保存を求めていると解される。よって、調査時において、
確定申告終了時に存した帳簿等を提示できない場合には、帳簿等の保存がなかったものと
して取り扱われることもやむを得ないと考えられる。 
以上のことから、調査時点で不提示であれば、その後（訴訟時）において提示を行った
としても、保存義務を満たすとはいえず、仕入税額控除は認められないと解釈すべきであ
ると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
106 三木「前掲論文（注 42）」25 頁。  
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おわりに 
 
これまで消費税の仕入税額控除について、消費税法 30 条 7 項における「保存」の意義
を中心に検討を行ってきた。 
帳簿等を保存していない場合には、推計課税により売上高が計算され税額が算定される
が、課税仕入れにかかる消費税額を推計することはできず、仕入税額控除は認められない
と解するのが妥当であること、帳簿等の保存と提示を巡る解釈は、条理解釈による「適法
な税務調査における不提示＝不保存」説によるべきであり、税務調査が適法で不提示に正
当な理由がない場合には、不保存と同視できると解し、また、調査時点で不提示であった
場合には、その後（訴訟時）に提示を行ったとしても仕入税額控除は認められないと解す
べきであることを論じてきた。 
しかし実際には、仕入税額控除における条文解釈上、一義的な解釈をすることはかなり
困難である。それは、消費税の立法趣旨を根拠とする解釈論と明文規定の内容を根拠とす
る解釈論の対立が考えられるからである。第 3 章で見てきたとおり、帳簿の保存と提示を
巡る問題については様々な解釈があり、消費税法 30 条 7 項の趣旨をそれぞれに解釈、判
断している点は、同項の帳簿等の「保存がない場合」の文言の曖昧さに起因しているとい
える。 
2013 年 10 月 1 日の閣議決定により、2014 年 4 月から消費税率は 8％に引き上げられる
こととなった107。経済状況などを勘案して判断する予定としているが、さらに 2015 年 10
月には消費税率 10％への引き上げが予定されている。税率が高くなればなるほど、帳簿等
の保存がないとの判断により仕入税額控除が否認された納税者の負担は大きくなる。その
ため仕入税額控除は今後より納税者に影響を及ぼすことになり、仕入税額控除の重要性は
増すことになると考えられる。また、複数税率化の導入についても検討が行われている108。
複数税率が導入されれば、収支計算の延長として消費税の税額が計算できるという帳簿方
                                                   
107 『消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について』（平成 25 年 10 月 1 日
閣議決定）http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/016.htm（2013 年 12 月 30
日アクセス） 
108 平成 12 年 7 月政府税制調査会の『わが国税制の現状と課題―21 世紀に向けた国民の参加
と選択―』において、複数税率導入の問題点として、①事務負担の増加、②還付申告を目的と
する中小事業者の増加、③インボイスの保存が必要となる、④簡易課税制度の見直しが必要
となる、⑤標準税率を上げざるをえない、ことが指摘されている。
http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/zeichof/zeicho.html（2013 年 12 月 30 日アクセス) 
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式のメリットは、相当程度失われる109。経済のグローバル化やコンバージェンスが進行し
ていることからも、我が国の消費税が帳簿方式からインボイス方式へ移行される日が将来
訪れるかもしれない。しかし、消費税法 30 条 7 項における帳簿の保存と提示を巡る問題
については、インボイス方式へ移行されたとしても解決が図られるとはいえない。なぜな
ら、納税者によるインボイスの保存が仕入税額控除の適用要件となる可能性があり、この
保存の解釈を巡っては帳簿方式と同様の議論が起こることが予想されるからである。  
今後、安定的な財源確保が求められる中で、消費税の役割に対する期待はさらに大きく
なっていくと予想され、仕入税額控除の重要性も高まっていくと考えられる。「保存」の意
義については、税務執行上の課税の公平と納税者の予測可能性の観点から、統一的な判断
が求められる。立法的解決を含め、より適切な税制が構築されていくことが期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
109 沼田博幸「複数税率化とインボイス制度」（税研 154 号・2010 年）42 頁。 
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